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午後２時００分 開会 

○経済産業省立石補佐  定刻になりましたので、ただいまから産業構造審議会産業技

術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会の小型家電リサイクルワーキンググループ

及び中央環境審議会循環型社会部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品

中の有用金属の再生利用に関する小委員会、合同開合を開催いたします。 

 委員の皆様方には、ご多忙のところご出席を賜りまして、まことにありがとうござ

います。 

 議事に入りますまでの進行をしばらく務めます経済産業省資源循環経済課の立石と

申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本合同開合の事務局及び議事進行は、経済産業省と環境省で持ち回りとさせており

ますところ、今回は経済産業省が事務局を務めさせていただきます。 

 なお、本会議については、カメラ撮りは冒頭のみとしておりますので、報道陣の皆

様におかれましてはあらかじめご了承いただきますようお願いいたします。 

 まず、出席状況でございますが、産業構造審議会につきましては15名の委員の先生

方のうち11名のご出席、中央環境審議会につきましては24名の委員の先生方のうち19

名の委員の方にご出席をいただいております。ともに定足数である過半数に達してい

ることをご報告させていただきます。 

 また、中央環境審議会側において委員の変更がございますので、ご報告をお願いい

たします。 

○環境省上迫補佐  環境省リサイクル推進室、上迫と申します。私からは、中央環

境審議会循環型社会部会小型電気電子機器リサイクル制度及び使用済製品中の有用金

属の再生利用に関する小委員会の委員の変更につきましてご報告させていただきます。 

 一般社団法人電気通信事業者協会の江口研一委員にご就任をいただいております。 

 また、一般社団法人パソコン３Ｒ推進協会の佐藤正彦委員にご就任いただいており

ます。 

 なお、一般社団法人電気通信事業者協会の矢橋康雄様、一般社団法人パソコン３Ｒ

推進協会の海野隆様はご退任されました。 

 以上、どうぞよろしくお願いいたします。 

○経済産業省立石補佐  続きまして、両省を代表して、経済産業省産業技術環境政

策統括調整官の矢作より、一言ご挨拶申し上げます。 
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○経済産業省矢作統括調整官  経済産業省の矢作でございます。座ってご挨拶させ

ていただきます。 

 ご列席の皆様には、常日ごろから資源循環政策の推進にご理解、ご協力を賜りまし

て、感謝申し上げます。 

 小型家電リサイクル法におきましては、施行からちょうど５年が経過しておりまし

て、全国の市町村、認定事業者をはじめ、多くの方々のご尽力、ご協力のおかげで、

小型家電の回収・再資源化という資源の有効利用に向けた取組が進展してきていると

ころでございます。ここに改めまして関係者の皆様に御礼申し上げたいと思います。 

 今申し上げたように、この法律では施行後５年を迎えたこのタイミングを一つの区

切りといたしまして、これまでの施行状況について検討を行うことということになっ

ているわけでございます。本日は、こうした検討の第２回目ということでございまし

て、13の関係者の皆様から小型家電のリサイクル、これに係る取組状況をお伺いした

いというふうに思ってございます。 

 委員の皆様におかれましては、こうした取組状況をご確認いただきまして、本制度

の評価、そして今後の在り方等につきまして、忌憚のないご意見を頂戴いたしたいと

思っておりますので、どうぞ本日はよろしくお願いいたします。 

○経済産業省立石補佐  それでは、資料の確認をさせていただきます。 

 委員の皆様にはiPadを座席に置かせていただいております。資料は「File Explorer」

に格納されており、既に資料一覧がご覧いただける状態にしておりますので、そちら

をご参照ください。もし開けていないという方がいらっしゃいましたら、ご挙手いた

だきたいのですけれども、大丈夫でしょうか。使用方法等、ご不明な点がございまし

たら事務局まで適宜お声がけください。よろしくお願いいたします。 

 配付資料でございますが、資料１と資料２が１から13まで、そして参考資料が１つ

ございます。こちら、資料にご不足等ございましたら、あわせて事務局までお申しつ

けいただくようお願いいたします。 

 なお、本日の資料につきましては原則公開としまして、また、議事録につきまして

も、本会合終了後、各委員の皆様にご確認いただいた上で公開とさせていただきます

ので、あらかじめご了解をお願いいたします。 

 また、ご発言の際はネームプレートを立てていただきますよう、お願い申し上げま

す。座長からのご指名の後、マイクをお持ちいたしますので、順次ご発言いただけれ
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ばと思っております。 

 では、これ以降の議事進行を中村座長にお願いしたいと思いますので、よろしくお

願いします。 

 なお、冒頭カメラ撮りはここまでとさせていただきますので、カメラ撮りはこれ以

降ご遠慮ください。よろしくお願いいたします。 

○中村座長  それでは、座長を賜っています中村です。 

 17時までということで予定されておりますが、13団体の皆様からご意見をお伺いし

ますので、なかなか厳しい時間割り振りがされていると思います。ご協力のほどよろ

しくお願いいたします。 

 小型家電リサイクルの更なる推進に向けて、両審議会の委員の皆様方に忌憚のない

ご意見をいただいて、実りある会議にしたいと思っております。よろしくお願いいた

します。 

 それでは、早速でございますが、議事次第に沿って議事を進めてまいります。 

 今回、13件ということで、関係者の方も非常に多いということで、３つに区切って

ご発表をしていただいて、１つのセッションが終わった後、まとめてご質問と審議と

いうふうに進めたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず最初に、名古屋市様からお話をいただきたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

○平野様  名古屋市環境局資源化推進室長をしております平野と申します。よろし

くお願いいたします。 

 名古屋市の小型家電リサイクルの取組について説明させていただきます。 

 資料の最初にございます、「シャチのジュンちゃん」とありますが、これは名古屋市

のマスコットキャラクターでございまして、名古屋城の天守にそびえる金のしゃちほ

こが青い地球を抱いているというデザインになっていまして、資源循環型社会を目指

すジュンちゃんということになっております。 

 では、資料に基づきましてご説明をさせていただきます。 

 平成25年の４月に小型家電リサイクル法が施行されましたが、名古屋市では回収方

法ですとか品目について検討を進めまして、平成26年の２月から回収を開始していま

す。環境省の実証事業の採択を受けまして、開始に必要なボックスの製作費ですとか

広報経費などを負担していただいたところでございます。 
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 次に、回収方法の検討についての説明になりますが、回収方法につきましてさまざ

まなやり方があると思いますけれども、比較検討をしたときのメモ紙みたいなものに

なっております。 

 参考情報ですけれども、名古屋市の人口を申し上げますと、230万人ですね。あと、

ごみ収集の方式は、可燃ごみとか不燃ごみなどはいわゆる戸別収集、各戸収集をして

おりますけれども、世帯数で申し上げますと約110万世帯ございます。資源などはステ

ーション方式で回収をしておりますが、ステーションの数が市内に約１万8,000ヵ所ご

ざいます。それぞれメリット、デメリットございますけれども、持ち去り対策ですと

か、例えば粗大ごみですとか不燃ごみと一緒に回収して、後でピックアップ、仕分け

をしようとすると、コスト的な問題とか仕分けスペース等の問題がございまして、最

終的には営業時間内はいつでも出せるという利便性ですとか収集コストが安価である

ということで、回収拠点でのボックス回収ということで今実施をしているところでご

ざいます。 

 次に、回収の流れについてですけれども、名古屋市、市内58ヵ所、回収拠点にボッ

クスを設置いたしまして、市民の皆様から小型家電を回収しているところでございま

す。認定事業者様には拠点からの引取りを含めた契約ということになっておりまして、

回収後にリサイクル法で認定された事業計画に基づいて再資源化をしていただいてい

るところでございます。 

 次に、品目でございますけれども、回収品目は、特にリサイクルすべき品目とされ

ている、いわゆる特定対象品目に限定をいたしまして、大きさとして、縦15センチ・

横40センチ・奥行き25センチ以下ということで大きさを、おおむね、こういうことで

規定をしております。 

 なお、ここに掲げてございます家電製品以外のもの、大きさによって名古屋市では

収集区分が異なっておりまして、一辺の大きさが30センチ角を超えるものは粗大ごみ、

それ以下のものは不燃ごみということで収集をいたしまして、処理としては、破砕工

場で細かく砕いた後に鉄とアルミを資源回収しているという状況でございます。 

 次に、拠点回収のボックスについてのお話でございますが、設置場所といたしまし

ては総合スーパーさん、ホームセンターさん、あとは市民の身近な行政窓口である区

役所・支所など、合計58ヵ所という設置箇所になっております。 

 設置に当たりましては、盗難防止の観点から、防犯カメラに映るとか、もしくはカ



- 7 - 

 

ウンターの近くであるとか、人目につく場所ということでお願いをしております。 

 また、投入口、写真がちょっと小さくて見にくいのですが、黄色いボックスの上に

銀色の小さい窓といいますか、これが40センチ・25センチのものが入るスペースの窓

になっていまして、これが押すと開くような構造になっておりまして、こういうボッ

クスを設置しております。特に設置現場の方から盗難対策をしてほしいというような

話があった場合には、一部改造いたしまして、盗難防止がし難いようなもので、ちょ

っと別の形式の箱を設置している部分もございますけれども、基本的には今写真でご

覧いただいているような、こういうボックスを用いまして回収をしているところでご

ざいます。 

 次に、開始時の市民広報につきましてです。人口230万人の名古屋市ですけれども、

行政区が16ございます。各行政区に区政協力委員さんとか、名古屋市独自で保健環境

委員さんということで、行政に協力していただいている地域団体などがございますの

で、そういう地域団体を通じてご協力をお願いしているところでございます。 

 あと、「広報なごや」という、毎月１回、全世帯に各戸配付している名古屋市の新聞

がございまして、その「広報なごや」には、各区に具体的にどこに回収ボックスが設

置してあるよというような形の、全ての設置場所を掲載いたしまして、事業開始時に

は広報をしております。 

 それから、テレビですとかラジオの市政広報番組、あとは市の公式ウェブサイト、

あとガイドを作ったりして広報するほか、主要な地下鉄駅――この写真にございます

のは地下鉄名古屋駅のホーム、電車のホームなんですけれども、左下の写真ですね。

柱があって、奥の、高さが多分３メートルぐらいあるんですかね、横幅がもう100メー

トルとかという幅で、すごく壁面広告で大きなものを出させていただきましたり、あ

とは、バスとか地下鉄の中吊り広告ですとか、名古屋市内で発行されている新聞５紙

に折り込みチラシも入れさせていただいたところです。 

 最初にお話ししましたように、環境省の実証事業ということで採択をいただいたこ

ともございまして、これらの広報経費につきましては負担をしていただけまして、本

当に感謝をしているところでございます。 

 次に、イベント広報等についてですけれども、ボックス回収以外にも、さまざまな

イベントなどの機会を捉えて広報ですとか回収などを行っております。いろいろ書い

てございますけれども、「環境デー」という言葉が幾つか出てくるのですが、環境デー
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というのは名古屋市で市内最大の環境イベントでございまして、９月15日に「環境デ

ーなごや」というイベントをちょっと書かせていただいていますけれども、この一日

で参加人数が、お天気にもよるのですけれども、一日当たりの参加人数が10万人から1

5万人ほど一日で参加をいただいているような非常に大きな環境イベントがございます。

それに合わせて、各区で、何とか区環境デーというような形でおまつりをしていただ

いていまして、そういうところで広報などをさせていただいているところでございま

す。 

 あと、２月に名古屋のいわゆる「ごみ非常事態宣言」、これはちょっと話し出します

と長くなりますので割愛をしますけれども、非常事態宣言から20周年を迎えるイベン

トがございまして、こちらのイベントにおいて、地元アイドルのコンサートをやった

のですけれども、小型家電を持ってきていただいた方が地元アイドルのコンサートに

優先していい席で見られるというような取組で、皆さんに小型家電をお持ちいただい

て、若い方にもＰＲするような取組をして、ステージではそのアイドルが小型家電に

ついてちょっとトークをしていただくような取組もさせていただいたところでござい

ます。 

 次に、いわゆるメダルプロジェクトでございますが、「都市鉱山からつくる！ みん

なのメダルプロジェクト」ということで、オリンピック・パラリンピック事務局から

の通知を受けまして、名古屋市のスポーツ施設に、携帯電話とかスマートフォン専用

の回収ボックスを追加で、先ほどの58ヵ所プラス26ヵ所を設置して参加をさせていた

だきました。 

 この小型家電から回収されました貴金属が東京オリンピックとかパラリンピックの

メダルに生まれ変わるというプロジェクトが、市民の皆様に対して、非常にこういう

制度の仕組みをわかりやすく、かつインパクトをもって伝えることができましたので、

これは本当にすばらしいプロジェクトであったのかなというふうに考えております。

これをきっかけにしまして、非常に多くの方にこの小型家電リサイクルのことに関心

を持っていただけたのではないかなというふうに考えているところでございます。 

 次、回収量の推移でございますけれども、回収当初、名古屋市は平成26年２月から

小型家電の回収をやっております。最初は、いわゆる駆け込みといいますか、退蔵品

が一気に放出されたということもございますので、25年度末から26年度にかけてちょ

っとたくさんの、想定を上回るような量が出ましたけれども、若干その落ち着きがあ
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った以降、順調に増加しているという状況でございます。特に平成29年度の後半から

は、先ほど言いましたみんなのメダルプロジェクトとの相乗効果などによりまして回

収量が大幅に増加しているところでございます。 

 続きまして、主な品目別回収量になります。これは抽出調査の結果でございますけ

れども、平成30年９月の抽出調査によれば、重量でいきますと映像用機器ですとか、

それらの付属品ですとか、パソコンなどが重量では多く、個数では付属品、あと理容

用電気機器、ひげそりなど、そういうようなかみそりとかヘアドライヤーみたいなも

のですとか、音響機器などが多く回収されているという状況でございます。 

 次が、回収した金属の内訳になっております。名古屋市で回収した166トンの小型家

電から、このような内訳で金属が回収されているというふうに聞いております。 

 次が、委託単価の推移でございます。開始当初は有価で引取りができておりました

が、平成28年度から、いわゆる逆有償という状況になっております。逆有償になって

いる要因として、本市では３つあるというふうに考えておりまして、金属価格の下落

ですとか、いわゆる収集運搬費の高騰、あとは廃プラスチック類の処理費の高騰とい

うようなことが考えられると思っております。金属の価格につきましては、若干、最

近ちょっと持ち直しているところはございますけれども、運搬費用の高騰といわゆる

廃プラスチック問題等から、逆有償という状況が続いているという状況でございます。 

 今年度は１キロ当たり56円ということで、本市のごみ処理原価に迫る金額となって

おります。ただ、逆有償であっても、処理原価と同等以下であれば当然メリットはあ

るのかなということでは考えておりますけれども、このように当初の想定を上回る上

昇傾向が続いているということで、今大変危惧をしているところでございます。 

 続きまして、小型充電式電池による発火事故でございます。小型家電には充電式電

池を含む製品が数多くございますけれども、充電式電池の火災について今すごい増え

ているというところでございます。 

 小型家電ではありませんけれども、特にモバイルバッテリーなどによる事故が増え

ているということで、ＰＳＥマーク問題ですとか、あと、すみません、ちょっと名前

を出していいのかわかりませんけれども、「ポケモンＧＯ」の問題とかがありまして、

モバイルバッテリーは非常に増えているという状況があるのかなと思いますし、今ま

でなかった加熱式たばこですとか、ワイヤレスイヤホンなども電池内蔵のものが増え

ておりまして、発火事故が非常に増えているというところでございます。原型をとど
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めておらず、特定できない事故もあるのですけれども、平成30年度に起きた火災は、

破砕施設で30件、プラスチック製容器包装のベールの資源化工程などで10件、収集車

の積込み時の中で、火災が30件あるのですけれども、その中でも３件ぐらいはこれな

のかなと思っています。 

 次に小型充電式電池対策についてなのですが、小型充電式電池の排出方法が市民に

浸透していないことから、いろいろなことをやっております。ちょっと、ビデオをも

し流せましたら、正面の方をお願いしたいと思います。これは、中部地方環境事務所

さんですとか中部経済産業局さんなどにご協力いただきながら、あと、ＮＩＴＥ（製

品評価技術基盤機構）さんにご協力いただきまして、これは材木で携帯電話を挟んで

あるだけで、仕込みも何もない映像です。収集車でプレスをした瞬間に火を噴く映像

なのですけれども、これをイベントですとか清掃工場の見学会などで上映をしており

ます。ＪＢＲＣさんのリサイクルの仕組みはできましたけれども、実際に協力店に行

っても回収箱がなくて、「バッテリーをどうすればいいんですか」というと、「ああ、

じゃあ引き取ります」ということで、対面回収のみであったりとか、ちょっとまだ認

知度が非常に低く、不燃ごみに出されたりすることで発火事故などが起きているとい

う状況があるのかなというふうに考えております。拡大生産者責任の観点から、もっ

と市民が立ち寄りやすい場所に回収箱が設置されたり、もしくは業界さんの取組が進

むといいなということでちょっとこの場をかりてお話をさせていただきたいと思いま

す。 

 最後にですが、分別収集などから、いわゆる経費負担が、自治体にかかる負担が非

常に多いということで考えますと、この仕組みを継続するためにはもう少し市町村の

負担を軽減していただけるといいのかなということで考えております。この３Ｒの取

組を推進するためには、販売事業者さんとか製造事業者さんももっと主体的に取り組

んでいただけるといいなということで考えております。また、先ほど言いました小型

充電式電池対策を進めていただくとともに、愛知・名古屋でアジア大会が開催される

ことになりましたので、こういうきっかけも捉えながら、国を挙げて盛り上げていた

だけたらいいなというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、小金井市様からよろしくお願いいたします。 
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○石阪様  皆さん、こんにちは。小金井市環境部ごみ対策課の中間処理場担当をし

ております石阪と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、初めに、当市の概要なのですけれども、簡単にご説明しますと、４キロ

ほどの周囲に囲まれていまして、面積的には11.3キロ平方メートルということで、大

変小さな市でございます。人口についても、昨年度中にようやっと12万人に達してい

まして、引き続き微増な傾向にはございますけれども、人口増加のピークについては

令和７年度と推測してございます。 

 早速ですけれども、３ページをご覧いただきたいと思います。これは、「平成27年度

からの事業開始に向けて」と題しまして、①として、燃やさないごみに含まれる使用

済小型家電類の混入量の組成分析調査を実施してございます。ご覧いただいておりま

すものは、平成25年度に実施をいたしました、平成27年度からの資源化事業の開始に

向けて、収集物からのピックアップ回収を選択することを、これをまず前提にしまし

て、その採算性を裏付けることを目的として実施した組成分析調査の結果でございま

す。 

 また、検体の採取方法につきましては、市の指定収集袋で、各ご家庭から排出され

た当市の「燃やさないごみ」とした分別のカテゴリー、このごみを、居住体系の異な

る戸建て住宅、単身集合住宅、また世帯集合住宅別に、２つのエリアから採取した計

６回の分析を実施いたしました。なお、燃やさないごみの一番大きな指定収集袋につ

いては40リットル相当分の容積でございまして、制度の対象品目であっても、この袋

に収まらない家電類は粗大ごみとして回収してございますので、この組成分析の折に

は回収品目から外れてございます。実施の結果につきましては、検体の総重量が3,760

キログラム、このうち回収された対象品目の重量が515.73キログラムということで、

重量の割合では13.7％の回収率となってございました。 

 次に、４ページをご覧ください。当該品目の割合なのですけれども、ただいまご報

告させていただきましたとおり、燃やさないごみからの回収割合が13.7％となりまし

て、事業を継続的に取り組んだ場合においても、少なくとも１割以上の回収率が保て

ることの裏づけとして、また採算性についても十分見合うものとして評価をいたしま

した。 

 次に、③実施に向けた検討でございますが、先ほど申し上げましたとおり、収集物

からのピックアップ方式を選択いたしまして、回収対象物であります燃やさないごみ、
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これに、比較的大きな家電製品が収集されている粗大ごみ、これを加えて実施するこ

とといたしました。 

 イについてはご覧いただいて、ウの契約事業者の選定でございますが、認定事業者

との直接契約は行ってございませんで、年間を通じて安定した売却単価、また手段や

保管場所からの輸送車への積込み、また、搬送手段などの提案に基づきまして、小金

井市における効率的な運用を図ることのできる事業者との売却単価契約で行うことと

いたしました。また、当該事業者は認定事業者のグループ系列にございまして、家電

類の引渡しに際しましては、法規則に定められている必要な確認はもとより、市職員

による処理過程の現場確認を行うことにより、その適正性について確認をしてござい

ます。 

 次の５ページにつきましては、ピックアップフローについてでございます。もう少

し明確なフロー図をご用意できればよかったのですけれども、左側の写真は、指定の

収集袋を破いて、危険物を破砕、不適物を取り除く作業にあわせて、当家電類対象物

を回収している様子でございます。これは、昭和61年に設置された既存の設備でござ

いまして、片側に２人、両側で計４人の人員を配置してございます。日量で大体平均5.

5トン程度の燃やさないごみの前選別を行っておりますが、搬入量が倍増するような年

末年始にはかなりの繁忙体制となってございます。 

 また、右側の写真は、フレコンバックに収納した雑線とか電気部品で、製品の形状

上、そのまま引き渡すことに適さない家電類から切り離した電線や電気部品を保管し

ている写真でございます。 

 ６ページでございますが、これは粗大ごみから搬入されている風景でして、積み下

ろされた段階で大きなファクシミリとかコピー機などが回収されてございます。 

 次の７ページをご覧ください。回収物の保管状態をご紹介してございます。これは、

市の中間処理施設内にあるストックヤードの風景でございまして、大型のウイング車

での搬送に適したパレットつきの薬品タンク、ＩＢＣでしたっけ、薬品タンクの上部

を開放した保管容器を用いまして、おおむね１週間に１回程度の定期搬送を行ってお

ります。容器１つには大体、詰め込み方にも工夫があるのですけれども、200キログラ

ム前後を収納しまして、10トンのウイング車では最大32個ぐらいまでが収納可能で、

週１回の搬送では平均25個程度、約５トン程度の配送を行っております。平成27年か

ら平成30年度までには、ずっと一貫して１トン当たり100円という売却単価で事業を継
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続しております。なお、保管場所は、全周をフェンスで囲いまして施錠管理を徹底し

ております。 

 ちょっと問題があるのですけれども、電池の抜き取り等を怠った場合、ときたま目

覚まし時計とかそういったもののアラーム音が鳴り響きまして、その除去に際しては

かなり手間取ることもございます。市街地での運用としましては十分な配慮が必要と

なっております。ちなみに、当該施設については、市内の第一種住居地域での運用で

ございまして、生活環境に対しての保全に関しては十分な配慮が必要となってござい

ます。 

 次に、８ページでございます。引渡し物の選別処理施設での保管・解体の現地確認

の際に撮影した写真でございます。山積みされた金属類に混じりまして、硬質のプラ

スチック類も多く目立ってございます。右側の写真は、電気基盤等から採取された稀

少金属がフレコンバックに保管されている写真です。 

 次の９ページは、不燃物の中間処理施設の紹介なのですけれども、この後に平成27

年度から30年度までの再資源化量の実績をご報告させていただくのですけれども、そ

の前に、直近年度、平成30年度の全てのごみの搬入・搬出実績をここに置いてござい

ます。上から２つ目にあります燃やさないごみと３つ目の粗大ごみ、これが小型家電

をピックアップする対象の収集ごみでございまして、次の10ページは中間処理施設で

選別処理した後の品物の搬出量を集計したものでございます。搬入・搬出ともに一番

大きな数字となっておりますプラスチックごみについては、当施設では大型車両に積

みかえて県外での選別業務を委託しまして、適性品を容器包装リサイクル協会に引き

渡しているのが現状でございます。 

 なお、ちょっと大きな数字なのですけれども、不燃系ごみの破砕選別後に発生する

可燃性の残渣、これが年間大体1,821トンあるのですけれども、小金井市では、現状、

自ら燃やせる焼却処理工場を持ち得ていないという事情もございまして、これは全て

民間処理施設にその処理を委ねている状況にございます。かなり高額な処理費用がか

かってございまして、先ほどの名古屋市さんが、ごみ非常事態宣言20周年記念という

ことでありましたが、当市においても平成18年度以降ごみ非常事態宣言が継続してい

る状況でございます。 

 続きまして、11ページには、引渡実績でございまして、平成27年度から平成30年度

までの実績をまとめてございます。表の左から、不燃ごみ、収集量。これは、先ほど
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紹介しました燃やさないごみと粗大ごみとして収集しました搬入量を合わせた数量で

す。回収量は、小型家電類の重量で年度内における資源化量に当たるものでございま

して、売却単価については運搬費と収納容器の提供とか、これも含めた、キロに換算

すると0.1円、これで４年間ずっと継続して、売却単価での契約で処理をしてございま

した。売却額はご覧のとおりでございまして、一番右にある回収割合を示してござい

ます。なお、回収割合については、粗大ごみからの収集割合が比較的少ないため、残

念ながら目標値であった10％を下回る結果となってございます。 

 最後になりますが、12ページです。課題として３点ほど記載をさせていただきまし

た。 

 その１としては、「引渡し品目の厳選」と題させていただきまして、昨年度までの小

型家電の売却単価契約から、今年度から資源化処理委託契約に移行ということになり

まして、処理単価をなるべく安価に保たせるための新たな選別作業が必要となってご

ざいます。 

 その２といたしましては、安全性を高め、回収体制の確立として、家電類の回収、

または中間処理において家電類に内蔵されております二次電池類の発熱による発火事

故を防止するための管理、または監視体制を整える必要があることや、あわせて市民

の皆様に対しましては正しく排出していただくための周知徹底のお願いを、市報やホ

ームページを活用して継続的に呼びかけを行ってございます。 

 その３として、認定事業者との契約を締結して、宅配便を活用したパソコン類や家

電の回収事業をことしの６月１日からスタートしてございます。ご理解ある市民の皆

様のご協力により、資源化率の向上と市の負担する処理費用の軽減が図られることを

期待してございます。 

 雑駁ですが、以上で小金井市からの報告とさせていただきます。ありがとうござい

ました。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、ＮＰＯ法人持続可能な社会をつくる元気ネット様からお願

いいたします。よろしくお願いします。 

○鬼沢様  持続可能な社会をつくる元気ネットの鬼沢です。よろしくお願いいたし

ます。 

 私からは、「消費者の立場から見た小型家電リサイクルの現状と課題」ということで
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お話をさせていただきます。 

 ２枚目のスライドは、ここ数年の活動ですが、発足以来、常に廃棄物をテーマに活

動を続けてまいりまして、2013年から2015年は各種リサイクル法の見直しが行われま

したので、それに向けてのマルチステークホルダー会議を実施し、その後半と2016年

には東京2020の廃棄物の削減と、資源の有効利用について勉強会を開いてまいりまし

た。最近は、地域の普及啓発のための人材育成なども行っております。 

 ３枚目のスライドを見ていただきたいと思いますが、2016年には、小型家電のリサ

イクルした金属で2020のメダルを作ろうという声がいろいろなところから聞こえてま

いりましたので、ぜひ私たちもそれを実現したいという思いで、６月と８月に情報共

有と勉強会を開催いたしました。このときは、店頭で携帯電話などの回収をしている

ドコモショップの事業をやっているところと、小型家電の認定事業者さんの両方をお

呼びして、情報共有と、どうしたら実現が可能かということで勉強会を開催いたしま

した。それで、結果的に組織委員会が決定をしまして、2017年からこの３月までの間

に目標の金属を回収できたということは非常に評価ができると思っておりますし、こ

のことが一つのきっかけとしてこれからも継続して続いていったらいいと思っており

ます。 

 しかし、全国のほとんどの自治体が参加して行われたこのメダルプロジェクトです

けれども、意外と市民への周知が期待したほどではなかったのではないかなという感

触があります。それはなぜかといいますと、実は、Ｇ20が行われた６月の１週前の６

月22、23日に、神戸で若者たちのユースサミットが行われました。そのときに、分科

会で資源循環についての話題提供をしてほしいということで、この小型家電とメダル

プロジェクトのお話をしたときに、若い学生さんやその分科会に参加していた方たち

があまりこのことを知らなかったというのがありました。それで、私と同年代の方は

１人、「ああ、そういえば、市役所、公共施設のところにこういうボックスが置いてあ

りましたね。それがそうだったんですね」という程度の認知しかなかったということ

は、なかなか市民の皆さんに広くは知られていなかったのではないかなというふうに

思いました。結果的に小型家電全体の目標の半分しか現在回収されていないというの

は、非常に残念で、まだまだこれから周知が必要なのではないかと思います。 

 次のページですが、では今後どうしていったらいいかということなのですけれども、

今後もやはりこのメダルプロジェクトみたいなことをきっかけに、家庭に眠っている
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小型家電を排出していくという意識改革につなげていくような広報、周知活動が必要

なのではないかと思いますし、それが結果的にはSDGsの目標達成に向けての一歩にな

るのではないかと思います。 

 具体的には、この後、来年オリンピック・パラリンピックが開かれて非常に話題に

はなると思うのですが、その後やはり継続していくことが非常に大切だと思っており

まして、それにはやはりアフターメダルプロジェクトが必要だと思います。それの具

体的なこととしては、自治体が主催するスポーツ大会やマラソン大会などで、やはり

メダルとか、あるいは入賞記念の例えばプレートなどを作る場合には、小型家電リサ

イクルによる金属を使用したものを使い、そういったことを１年前ぐらいから地域で

広報、ＰＲをして、やはり回収を進めていく必要があると思います。特に「SDGs未来

都市」に指定されている、今は60都市が指定されておりますし、来年はそこにあと30

がプラスされるというふうに聞いておりますけれども、そういうところが積極的に進

めていく必要があるのではないかと思います。回収だけではなくて、終わった後にそ

の結果を広く市民の皆さんにお知らせしていくことが非常に大切ですし、それが東京2

020のレガシーとして引き継いでいるということをぜひ知らせていただきたいなと思い

ます。 

 では、どうしたら市民の退蔵している、家庭で眠っているものを出すきっかけにな

るかというと、やはり誰でもいつでも出せることが大切なのではないかと思います。

名古屋市さんでは積極的にやっておられますが、私の住んでいるところでは公共の施

設にしかボックスが置いてありません。人目のある場所に回収の拠点をふやしていく

ということは大切だと思いますので、例えば様々な人が必ず月に何度か足を運ぶ銀行

や郵便局とか、病院や薬局とか、あるいは図書館などの人目のある窓口の横に回収ボ

ックスを置くということも大切なのではないかなと思います。若い世代や勤め人は、

回収ボックスの設置してある公共施設に行く機会がほとんどありません。 

 次のページです。これは、今も２つの自治体の皆さんから話題になりましたけれど

も、リチウムイオン電池が原因による火災事故が起きているということを私たちも最

近知りまして、そんなことが起きているのかということで、その件数がここに来て非

常に増えているということがわかりまして、今年の６月１日、２日に代々木公園で行

われましたエコライフフェアにおいて、家電のリサイクルの普及啓発の最後にリチウ

ムイオン電池のことを皆さんに聞いてみました。そうしたら、「素朴な疑問」という、
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ここにあるとおりなのですけれども、「リチウムイオン電池って聞いたことあるけど、

どれのこと？」あるいは「どこに書いてあるの？」、それから「どうやって外すの？」

「どこを見たら、リチウムイオン電池、ニカド電池、ニッケル水素電池の３種類の電

池を見分けられるの？」という、本当に素朴な疑問が参加した皆さんから聞かれまし

た。このくらい、リチウムイオン電池というそのものについても消費者の認知が低い

し、それが現在、小型家電に非常にたくさん使われているということすら消費者には

知られていない。結果的に、その排出が正しい排出方法で行われていないということ

が非常によくわかりました。 

 最後になりますが、結果的に、使用済みになった小型家電を出すときに、リチウム

イオン電池をしっかり分けて排出する、正しい排出ルートに乗せるということが大切

だと思いますので、それにはやはりもう早急に消費者向けに広報していく必要がある

と思いますし、現在小型家電として認定指定されていない品物もたくさんあります。

それと、輸入品もそうですから、そういったものの指定を早急に進めていく必要があ

ると思います。 

 それから、どうしても小型家電からリチウムイオン電池を外せないものもあります

ので、そういったものの出し方を徹底して、自治体と一緒に広報していく必要がある

と思います。それには、最後の下にありますように、ますますいろいろなところが連

携・協働して早急に知らせていく、そして正しいルートで回収をしていくということ

が、結果的には小型家電の正しい利用と資源の有効利用につながると思いますので、

そのことを早急に進めていくことが必要ではないかと思います。 

 私たちは、こういった課題があるということを知りましたので、10月25、26日に、

東京都が主催で行われる「くらしフェスタ」というイベントにおいて、日本容器包装

リサイクル協会さんやＪＢＲＣの皆さんとともに連携して、この認知度調査というの

を行いまして、どういったことを知らせていくことで、より正しいルートで回収がで

きるのかということをしたいと思っております。 

 以上です。 

○中村座長  ありがとうございます。 

 それでは、一旦ご報告はここまでとさせていただき、質疑応答に入りたいと思いま

す。 

 ただいま皆様からご説明いただいた内容につきまして、ご意見、ご質問のある方は、
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プレートを立てていただければと存じます。何かございませんでしょうか。 

○崎田委員  ありがとうございます。私は、名古屋市さんと小金井市さんに質問を

させていただきたいのですが、制度的にいろいろ課題のご提案はあったのですけれど

も、私は消費者、市民として動いていますので、回収量のアップに関して質問させて

いただきたいのですが、全国的な平均からいくと、都市の方が市民１人当たりの回収

量が少ないというデータが出ています。そういうような状況の中で、今、名古屋市さ

んはボックス回収だけでやっておられて、小金井市さんはピックアップ回収というこ

とでやっておられますが、多様な回収方法を地域の中に設定するというのはコスト的

に難しいことなのか、その辺を、より回収量を都市の中で上げていくためにどうした

らいいか、ご意見いただければと思います。 

○平野様  名古屋市でございますけれども、回収量をやはり上げようと思いますと、

市民の皆様の利便性をより高くということになると、例えばご自宅までお伺いをして、

玄関のそば、戸口で例えば回収をするだとか、ステーションを、先ほど申し上げまし

たように１万8,000ヵ所市内にございますので、そういうステーションに出していただ

いて回収をするというのが多分、収集量を上げるだけであれば方法はいろいろあるの

かなと思います。ただ、小型家電製品で、特に携帯電話などですと、個人情報が入っ

ていたりということもございまして、パソコンですとか、非常にそういう、いわゆる

持ち去り対策みたいなこともとった上で回収量を上げようということは、非常にやは

り課題が多いのかなというふうに考えています。例えば、立ち番をするだとか、何か

持ち去り対策をした上でというのが、やはり大きくなればなるほどそういう対策が課

題になってきますので、現時点では名古屋市の場合ですと、先ほど言った58ヵ所など

の回収ボックスを市民の方のより立ち寄りやすい場所に置かせていただいてやらせて

いただくというのが、現在としてはちょっと限界なのかなというところでございます。 

○石阪様  小金井市でございまして、失礼します。拠点の回収については、やはり

人員の配置とかそういう管理体制とかいうことで、名古屋市さんと同様なところがご

ざいます。市としては、現状、破砕処理を行なう前に、これを前選別というか、危険

物や破砕不適物などを回収するためのラインがございますものですから、生産性的に

もこのラインを活用して家電類を回収し、市民の方々にはこれまでと同じような形で

の排出ということで、余り負担をかけない形での効率的な回収方法で、引き続き取り

組んでいるところでございます。 
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○中村座長  よろしいですか。 

 それでは、大熊委員、お願いします。 

○大熊委員  どうもありがとうございます。名古屋市さんと小金井市さん、ちょっ

と費用の観点で、わかる範囲で結構だと思うんですけれども、名古屋市さんの方で、

非常に最初に大々的に効果的な広報を結構やられていたので、すごくそれなりの効果

が上がったのではないかと思いますけれども、これは結果として国が費用負担したと

いうことなのですが、全体的にあれだけの広告をされた、ざっくりでいいのですが、

幾らぐらいかかったのかなということです。 

 小金井市さんの方なのですけれども、今もちょっとお話がありましたけれども、既

存の選別施設を使ってということなのですけれども、それなりに量が、小型の分だけ

増えたと思うのですけれども、それによって例えば収集の委託料が上がっただとか、

あるいは選別の時間がかかって、それで費用が上がったとか、そういったことはあっ

たのか、なかったのかと、その辺をお答えしていただければと思いますが。 

○平野様  まず、名古屋市の広報経費でよろしいですか。当初、実証事業を認めて

いただいたときにかかった費用、すみません、ちょっと決算ベースではなく、予算を

構えた時のいわゆる試算といいますか、見積もりベースのものしかちょっと手元に今

資料がないのですけれども、ボックスの作成費、当時、48個作って760万円とか、あと、

チラシ、バスの広告、ティッシュを作ったりして、のぼり、ポップ、ポスター、さま

ざま、全て含めまして3,200万円ほどかかっているという状況でございます。 

○石阪様  小金井市です。それでは、小金井市の取り組んでいるピックアップ方式、

これに伴う収集の委託料とか、また選別に伴う費用、ここについての負担についての

ご質問でございますけれども、まず収集段階においては、それ以前と全く異なること

はございませんので、これについての負担というのはないということでお答えをさせ

ていただきます。 

 それと、あと選別の方なのですけれども、実は非常に古い工場で、狭い狭隘なスペ

ースでやっている事情もあるので、回収されたものに関しては速やかにそれぞれのボ

ックスに運んだりとか、そういった作業が必要になってくるので、場内の運用につい

ては運転委託を行っていますので、その作業に当る人員を１名増やしたということは

実際にございます。 

 それに伴い、先ほどちょっと触れたのですが、これまで不燃残渣となっていたこと
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で、かなり費用を使い、民間処理施設での処理にお金もかかっていますので、これま

での実績、キログラム当たり0.1円ということであっても、処理費用の削減が図られる

ということで、かなり効果的な実績だと、そのように評価をしてございます。ありが

とうございます。 

○中村座長  よろしいですか。 

 それでは、佐藤泉委員、お願いします。 

○佐藤（泉）委員  名古屋市と小金井市の方に伺います。名古屋市の方は、途中で

有償売却できなくなったというお話がありましたが、一方、小金井市の方はずっと有

償売却できているということなのでしょうかね。どうしてその辺の結論が違うのかと

いうことを伺いたいです。また、小金井市の方が、これからの課題の中で、宅配便を

活用した回収というのが挙げられているのですが、これは市民が直接宅配便を利用す

るということで、市が直接関与しないという理解なのか、それから、その上の安全性

を高めた回収体制というのも、今の混合回収を分別回収にするのか、その他どのよう

に安全性を高めることが可能なのでしょうか。 

○平野様  まず、名古屋市からでございますが、小金井市さんとのまず決定的な違

いは、認定事業者さんがいわゆる回収拠点そこから回収していただくという方式でご

ざいますので、いわゆる収集運搬経費が全て認定事業者さんの負担になっているとい

うところがコストが高い要因の一つではあるのかなということで、まず違いはそこか

なというふうに考えております。 

○石阪様  小金井市でございます。先ほどパワーポイントの中でも紹介をしたので

すけれども、あくまでも今回は29年度ベースの評価というのもあるのですけれども、

実は今年度からは固定の売却単価ということがかなわなくなって、結局は今年度から

は逆有償ということで、ある程度資源化処理という形での委託に移行してございます。 

 あと、収集段階においては、これまでも余り危険性とかそういったものがなかった

実績を踏まえて、継続的に家電類も含めた形で、燃やさないごみの指定収集袋で、一

緒に排出していただくという形で事業を継続しているところでございます。 

 以上です。 

○佐藤（泉）委員  宅配便の方はいかがでしょうか。 

○石阪様  宅配さんというのは、認定事業者さんと協定を締結させていただきまし

て、直接市としてはそれに携わるというか、直接市民の方が指定サイズの段ボールに



- 21 - 

 

これを入れていただいて郵送を行っていただければ、そこで認定事業者さんの方で処

理をいただくと。若干箱の大きさが大きなものになっても、その分ちょっと市民の方

が自己負担というような形で、そういった回収をご利用くださることで、市が今後逆

有償で処理をしなければいけない費用も減ってくるということで、若干の期待を込め

ながら、認定事業者さんとの事業協定を締結させていただいております。 

○中村座長  よろしいでしょうか。 

 それでは、金澤委員、お願いします。 

○金澤様  ＪＢＲＣの金澤でございます。質問というよりも、先ほど名古屋市様か

ら、ＪＢＲＣの回収箱がないということで、ちょっとこの場をお借りしてお答えして

おこうかと思います。 

 確かに、最近、店頭のところで回収箱を見なくなったかなというのはあるかと思い

ます。私も、近所で、ああ、なくなっているなというところがありました。いろいろ

ヒアリングをしますと、どうしてもやはりごみが中に入れられたりとか、違うものが

入ったりするということで、量販店様はどちらかというと対面回収の方に持って行っ

ているというような形になっているかと思います。 

 それで、名古屋市様は、実はお礼を言わなければいけないのですが、ＪＢＲＣが一

般廃棄物の認定も取らせていただきましたので、今、自治体様に向けて、環境省の事

務連絡でも出ていたと思うのですが、自治体の方でできるだけＪＢＲＣを活用してほ

しいということがありまして、名古屋市様はどちらかというといの一番に、20ヵ所ほ

どたしか登録をしていただいています。そういったところをどんどん広げていただい

て、住民とか市民の方に我々のＪＢＲＣが目立つようにぜひお願いをできれば、一緒

に回収量を増やしていきたいなというふうに思いますので、質問の回答みたいになり

ますけれども、報告させていただきます。すみませんでした。 

○中村座長  ありがとうございます。 

 それでは、このセッションでは最後のご質問ということで、篠木委員、お願いいた

します。 

○篠木委員  ありがとうございます。小金井市さんに伺いたいのですけれども、ピ

ックアップ方式でこの収集を進めていらっしゃるということなのですが、住民にはど

のような方法でこの制度を伝えているのかということについて教えていただければと

思います。 
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 とりわけ、先ほどのご報告で、ごみ非常事態にあるとおっしゃっていたように思う

のですが、そういった市の状況を住民はどの程度理解しているのか、また、今の広報

の方法でいいのか、どういった工夫をしていらっしゃるのかといった点について教え

ていただければと思います。 

○石阪様  小金井市です。ご指摘ありがとうございます。実は、一つの課題でござ

いまして、一生懸命ピックアップして、再資源化を図っているのですけれども、実際

のところ、市民に対してそういった努力の結果とか、こういったような資源化への努

力の対応を具体的には伝えておらず、今後の課題なのかなと思っています。ちょっと、

処理的な費用とか売却単価とか、そっちの方が気になってしまっているところ、ちょ

っと反省をしてございますので、ご指摘を受けとめて今後とも取り組んでいきたいと

思います。ありがとうございます。 

○中村座長  どうもありがとうございます。 

 本日は13件というすごい数の多いヒアリングをさせていただきますので、ちょっと

時間の関係で、ここでこのセッションというか、第１回目のところは終了させていた

だいて、次のヒアリングに移りたいと思います。 

 次が、資料２─７までご説明をいただいて、それからまた質疑をしたいと思ってお

ります。 

 まず最初は、金城産業様からです。よろしくお願いいたします。 

○金城様  金城産業の金城でございます。小型家電リサイクルの認定事業者協議会

の会長もさせていただいています。ここにいらっしゃる各方面の皆様に大変日ごろか

らお世話になりまして、ありがとうございます。 

 それでは、２ページ目をお願いいたします。私どもの会社のことを簡単に説明させ

ていただきます。愛媛県松山市に会社がありまして、拠点は７ヵ所ございます。そう

いう中、私どもは、昭和２年から今年で93年目になるのですけれども、金属スクラッ

プを中心としまして、小型家電リサイクル、それから自動車リサイクル、ＯＡ機器の

リサイクル等、いろいろな商品のリサイクルを全般的に行っております。 

 続きまして、３ページをよろしくお願いします。私どもの会社が小型家電リサイク

ルに取り組む背景ということなのですけれども、私どもの会社があります四国という

ところは人口減少が非常に進んでおりまして、四国全域で384万人程度しか人口があり

ません。毎年数万人ずつ人口が減っています。そういう中、元々私どもが行っていま
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す金属スクラップ業の仕事の量が減ってきております。そういう中、小型家電リサイ

クルというのが新たな法律でスタートするということで、私ども、当初からこの仕事

をしようということで準備をしておりました。その背景には、私どもが今まで長い間

行ってきたリサイクル事業の中で、我々は破砕選別技術というのがありましたので、

こういうものが活用できると思いまして、この事業に取り組みました。また、私ども、

四国の中で「リサイクルの地産地消」ということで、できるだけ四国の中で排出され

た使用済み製品は四国の中でリサイクルをしていこうということで、私どもはこの事

業に取り組んでおります。 

 次のページをお願いします。私どもの小型家電リサイクルの取組状況なのですけれ

ども、法律より先に、2010年から2013年にかけて、小型家電リサイクルに対応する設

備を構築していきました。 

 それから、法律前のトライアルとして、愛媛県内の数自治体と小型家電リサイクル

のトライアル事業をスタートしました。 

 その後、環境省さんの小型家電リサイクル実証事業がありまして、そちらの方の実

証事業を行った自治体とも協力をして実施しました。 

 その後、小型家電リサイクルの最初の認定事業者の一社として、私ども８号という

ことで認定していただきました。 

 それから、2017年からことしの３月まで、みんなのメダルプロジェクトに参加協力

をさせていただきました。 

 昨年なのですけれども、直接回収を今まで以上にしようということで、「エコニコ」

という名称でリサイクルステーションを松山市内にオープンしました。 

 それから、私ども、2014年に小型家電リサイクル事業を正式にスタートしまして、2

014年は１年目なのですけれども、そのときは自治体さんが87％で量販店が13％、直接

回収が0.5％しかありませんでした。昨年の2018年度には量販店からの搬入量が増えま

して、直接回収もわずかながら増えております。そういう中、全体量としても約2.5倍

の搬入量になっております。 

 次のページをお願いします。私どもの会社のリサイクル処理フローは、ちょっと簡

単に書かせてもらっているのですけれども、以上のようなリサイクルフローで、金属

類をマテリアルとして、プラスチックも一部マテリアルリサイクルをさせていただい

て、残ったものは、木くず、残渣をひっくるめてサーマルリサイクルということで、
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ほぼほぼ全体で100％のリサイクルに近い状態でリサイクルさせていただいています。 

 次をお願いします。事前選別をしているところの写真なのですけれども、今、私ど

もの社員が全体の小型家電を展開という形で広げまして、広げた中から危険物を取り

出しています。主にはリチウムイオン電池を使っている機器、それから、灯油とかを

使っているファンヒーターとかストーブ、そういうもの等を取り外しております。 

 特に発火というのが、私どもより先の皆様からもありましたけれども、私どもの中

でもやはり発火がございまして、今年、火災が実はありまして、そういう中で、被害

は大きくなかったのですけれども、市民の方に迷惑をかけてしまったのですけれども、

そういう中で、やはり原因がはっきりわからないのですけれども、リチウムが原因だ

ろうというように推定されました。 

 次をお願いします。みんなのメダルプロジェクトの取組ということで、2017年から

２年間取組をさせていただいて、私ども、小学校、中学校等で環境教育活動をしてお

りまして、そういうときにあわせて小型家電回収をさせていただきました。この写真

にありますのは、中学校での運動会でイベント回収をさせてもらった写真です。 

 続きまして、次は、これは高知の龍馬マラソンで、いわゆる回収とＰＲ活動をさせ

てもらいました。それから、えひめ国体でも、環境省さんにマスコットを貸していた

だいてＰＲ活動をさせていただいて、この中に東京都の代表団のアーチェリーの山本

団長も来られて、非常にメダルプロジェクトのことに興味をもっていただいて、これ

からも協力していただくというコメントがありました。 

 続きまして、メダルプロジェクトは終わったのですけれども、私どもでアフターメ

ダルプロジェクトが何かできないかというところで、私は愛媛経済同友会の環境エネ

ルギー委員長をしているのですけれども、その関係で、今年度の愛媛ふるさと環境大

賞の受賞がアサヒビール四国工場に受賞ということになったのですけれども、そのと

きの副賞として、いわゆる都市鉱山の中からつくった金メダルを贈呈させていただき

ました。このメダルは、今もアサヒビール四国工場さんの見学通路のところに展示を

していただいております。 

 続きまして、私どもが今現在積極的に行っておりますリサイクルステーション「エ

コニコ」というのは、このような写真のような状況で、小型家電に限らず、古紙とか

古着等も回収して、非常に市民から好評を得ております。 

 続きまして、そのほか、スーパー２社の協力のもとに、大型店６店を含む17店舗で
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回収ボックスを設置しております。また、自治体さんの方にも回収ボックスの貸出等

を行って、回収ボックスの設置数の増加の依頼をお願いしているところでございます。 

 続きまして、私どもは環境教育に力を入れておるのですけれども、2018年度で約1,3

00人の方に参加していただいて、このときに必ず小型家電のリサイクルを知っていた

だくということで、協力依頼もあわせて行っております。 

 続きまして、昨年、私どもの愛媛県では西日本豪雨の災害がありまして、写真があ

ると思うんですけれども、大洲市というところでは4,600世帯が浸水しました。そのほ

か、宇和島市では土砂災害等がありまして、次の写真をみていただくと、多くの災害

廃棄物が出たのですけれども、そういう中から小型家電を分別しまして、ボランティ

アさんを中心に選別したものを当社に持ち込んでいただいたのですけれども、そうい

う中に、やはりボランティアさんもご存じないので、家電４品目が混じっているとか、

そういうこともありました。それから、これは夏場の時期にありましたので、悪臭が

非常にありまして、そういう中、結構困難な作業になりました。 

 また、このとき思ったのが、私どもの工場がもし災害に遭ったならば、多くの自治

体さんとか量販店さんと取引させていただいていますので、そういうところにご迷惑

をおかけする。そういうことがないように、平常時から、万が一私どもが災害した場

合にどうすべきかというあたりを、ＢＣＰの対策をこれからマニュアルづくりをして

いかないといけないなということを痛感しました。これについては、いろいろなその

ほかの認定業者さんとも協力をするような体制が必要だと思っております。 

 続きまして、私どもの小型家電リサイクルの中でもプラスチックリサイクルという

のが、小型家電全体の約50～55％がプラスチックなんです。このプラスチックの中か

らマテリアルリサイクルを積極的にしたいのですけれども、なかなか困難を極めます。

それは、小型家電の中に木くずとか繊維くずを使っている小型家電があって、それと

プラスチックの選別というのは非常に難しいんです。そういう中、私どもの地元自治

体にもできるだけ協力していただいて、そういう木くずとか繊維くずが入っている小

型家電機器を分別してもらえないかと、そういう話を今させていただいている最中で

ございます。 

 続きまして、そういう中、プラスチックのマテリアルリサイクルを積極的に行う中

でも、とにかく高純度のプラスチックを選別しないと、結局、根本のメーカーさんと

かプラスチックを再生利用する側が使えないということもありまして、このあたりの
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プラスチック選別の高度化選別をどのようにすべきかということを今社内で協議をし

て、今後これに取り組んでいこうということで今考えてございます。 

 続きまして、小型家電リサイクルを取り巻く状況なのですけれども、アルミニウム

の単価が非常に下がり続けていまして、2011年11月からもう４割近く下落をしており

ます。鉄におきましても、2018年９月から今月まで、約30％以上の値下がりがありま

す。プラスチックにおきましては、当初の2014年度から比べるともう80％以上の値下

がりをしているというようなこと。それから、人件費、消耗品費が非常に上昇して、

ランニングコストが増加していると。こういう収益面が厳しいのですけれども、そう

いうところから低コストなリサイクル、高リサイクル率を追求して、収益を改善した

いと思っています。 

 今後の取組というところなのですけれども、小型家電リサイクルの私どもの全工程

を見直して、マテリアルリサイクルのさらなる向上を目指す、それからゼロエミッシ

ョンを目指していきたい。そういう中、先ほどもいいましたけれども、いかに品質の

いい資源を作る、それによって付加価値を生んで、評価して私どもの商品を買ってい

ただく。それをまたリサイクルする全工程の低コスト化ということも必要だと思って

いますし、やはり量を今まで以上に増やしていって、当初の国の目標でもある１人１

キロの達成に向けて頑張っていきたいと思っています。そういう中にも産廃小型家電

の回収をどうにかアップしていきたいと思っています。 

 また、最後に、プラスチックの話に戻るのですけれども、プラスチックを我々が高

純度なものをリサイクルで作っても、それを使っていただけるような企業がないとや

はり需要が低迷するという部分がありますので、そのあたりも私ども１社ではできま

せんけれども、小型家電リサイクル認定事業者協議会とか、それから各委員さんにお

願いしまして、そのあたり、プラスチックの更なる使用量を増加するように協力をし

ていただきたいなと思っております。 

 以上で私の話を終わらせていただきます。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 続いて、ニッコー・ファインメック様からよろしくお願いいたします。 

○小野寺様  ニッコー・ファインメックの小野寺と申します。本日はよろしくお願

いいたします。 

 私どもは、岩手県一関市というところにございまして、一関市というのは宮城県の
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気仙沼市まで約15キロほどで到着する、ちょうど宮城県と岩手県の県境の位置に工場

があります。認定は、東北６県全てを回収区域として収集運搬と処理を行っておりま

す。 

 ２ページ目にお進みいただきまして、当社の小型家電のリサイクル処理フローに関

しましては、ざっくりとしたフローのイメージを記載してございます。基本的なとこ

ろで他社さんとそんなに変わりはないのですけれども、一部、この中でちょっと記載

が漏れておりますが、せっかく人手をかけて選別するのであれば、その中でリユース

に向けられるものがあればリユースに向けてもいいのではないかというところで、自

治体さんからの許可をいただいて契約しているところに関しましては一部リユースも

行っております。パソコンのリユース限定です。 

 次のページにお進みいただきまして、当社の小型家電リサイクルの特徴としまして

は、当社の収集運搬は外部委託ではなくて全て当社の産業廃棄物の社員、収集運搬ド

ライバーが従事するというところにございます。そのために、リサイクルセンターの

現場の意見が担当者に直接伝わりやすいということと、また、そのおかげもあって、

自治体さんと相互連携が取りやすく、非常に身近であるというメリットがございます。

また、面積が広く、東北地区というのは人口密度も非常に低い地区ではありますけれ

ども、発生量が少ない上に移動距離が非常にありまして、運搬費がかさむという問題

があります。当社は、小口回収を売りとしまして、元々産業廃棄物の運行車両の帰り

便を積み合わせで柔軟に対応できています。自治体様も、保管ヤードが非常に狭いと

ころも多く、ピックアップをしたとしても大量保管する場所がないという問題があり

まして、逆に少量で引き取れることに利便性を感じていただいているようです。 

 次のページにお進みいただきます。ここまでの今の問題としてですけれども、元々

当社の方で自治体さんにどうやってこの小型家電を広めたかといいますと、弊社の方

から自治体さんにプランの提案をしておりました。この品目を回収すれば有償、お支

払いできます、無償です、逆有償ですというプランを、携帯電話であったり、パソコ

ン、またほかの小型家電の品目の中でも有償プラン、無償プラン、また、コード類を

分けていただければそれを買い取れますよというようなプランを提案して、どれに乗

りますかというところをご相談してまいりました。 

 元々はやはり、スタートの時点はちょうど震災の時期ということもありましたし、

無償でもちょっと手間がかかるからやらないよというところで、有償であれば何とか
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というところを、だんだん年数が経ちまして、ようやく今、無償でやろうというとこ

ろが増えてきておりますが、やはりまだまだ、費用がかかるのではちょっとできませ

んというような回答が現実です。ただ、今までのお話の中で、過去今までやってきた

中でこれが、この小型家電の多数の品目全てを無償でやるということ自体が実際には

非常に難しい問題でありまして、これをやはり共有認識として持っていただくという

ことが今後の課題ではないのかなと思っております。基本的にはピックアップをやっ

ていらっしゃるところが非常に量も多いですが、昨年、当社の契約しているところで

は初めてステーション回収を取り組み始めまして、現段階で前年の２倍量になってい

るというところで回収量が増大しております。 

 次のページにお進みください。もう一つの当社の特徴としましては、貴金属の湿式

精錬をもともとやっておりまして、高品位の部材に関しては手選別をかけた後に、一

部、インゴットにまでして売却できることです。ただ、今後、携帯電話ですとかパソ

コンの個数が減少してくると、恐らくこういった貴金属の基板の品位もどんどん低下

していくと思われますし、採算性が実際は厳しいのではないかという予想もしており

ます。また、貴金属等に関してはごくごく微量ですけれども、資源相場が不安定であ

りまして、現状に関していえば金属相場はずっとしばらく高値推移をしておりますの

で、ある程度おまけ程度に利益の後押しはあるのですけれども、これは本当にごく少

量の部分であり、資源相場に関してかなり影響が出てしまうというところに関しては

今後も変わらないのではないかと思っております。 

 ただ、こういったお話を皆さん一般の方にしますと、やはり小型家電イコール貴金

属、レアメタルというものを下手に植えつけてしまって、小型家電は儲かるんでしょ

う、金だから儲かるんでしょうというイメージを強く出し過ぎてしまったなという、

当社もなかなか最初のＰＲが失敗だったかもしれないなと思っているところではあり

ます。 

 次のページですが、もう一つの問題としましては、やはり今まで皆さんがおっしゃ

っていたように、電池を外すという前処理が欠かせないということになります。防水

等の理由によって小型家電の電池は年々外しにくいですし、構造的にも非常に見つけ

にくい状態です。取りこぼしがある前提で破砕をします。火災があることを前提で破

砕をします。バックアップ用に、例えば基板についているボタン電池なんかは、もう

既に基板自体を外さないで破砕する場合もありますので、バッテリー以外にもバック
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アップ用についているボタン電池の発火というのも懸念されています。いつも火災と

いうリスクと隣り合わせにあります。何か一つあればラインは止まりますし、設備の

メンテナンスや作業の遅れ等で残業などの不利益を生じます。コストもやはりそれな

りにかかっているということをご理解いただきたいなと思っております。 

 また、ちょっと余談にはなるのですけれども、こういったバッテリー、二次電池を

プロの解体作業員が見落とすぐらいですので、自治体さんの方で、リサイクルセンタ

ーの作業員さんが一次電池を外す作業ですらやはり見落としというのは必ずあるので

はないかと思っております。当社の作業員に言わせると、各自治体さんから入ってき

た二次電池であったり、契約していないもの、小型家電以外のものを返却しなければ

ならないという作業自体が非常に困難だということで現場からの意見が上がっており

まして、できればこういったものに関しては、また、お返しする運搬費は私どもが負

担するしかないものであったりしますので、当社の方で、認定業者の方で処理を担っ

て、その費用負担をしていただくというのが一番コストがかからない方法なのかなと

思っております。 

 次のページにお進みいただきますと、もう一つの問題がプラスチックの処理になり

ます。高度処理に関しましては、当社としては選別をして、色彩選別でプラスチック

を分けて、同じようにほかの選別機をもっているところと連携をして何かできないか

といって取り組んではおりますが、今のところはまだきちんとした方法自体を見つけ

られておりません。 

 また、現状としては、関東のプラが東北に流れ込んでいて、処理単価が高騰してお

ります。また、地元業者のプラスチックは後回しにされ、関東のプラスチックを優先

的に処理するという現状が起きておりますので、こういった問題だけでも、小型家電

の認定業者に対してはプラスチックの処理という問題が大きくのしかかっている現状

です。 

 ここからは当社の回収方法等に対してのご説明になりますが、毎年やっているチャ

リティイベントがありまして、チャリティの方で資源回収、小型家電を回収して、そ

の資源を、資源相当金額を寄附するということをやっております。このチャリティと

いうところがよいイメージを与えるのか、この取組のおかげでかなりの人に周知され

たのではないかなと思っております。 

 また、一関市にありますが、この一関市さんも一生懸命に協力していただいており
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まして、環境イベントだけではなく、毎月ある朝市であったり夜市であったりという

市内イベント等にも職員の方々がボックスをもっていって、回収をしたりＰＲをした

りということを非常に協力していただいております。また、衣類のリユースをしてい

る大手企業さんが県内業者にいましたので、共同で衣類と小型家電を、市役所、支所

での回収を毎年行っております。 

 次のページは、自治体の取組例で、ボックスを市内の100人以上の民間協力業者に置

かせていただいて、１週間おき、２週間おきということで回収をしております。 

 次のページになりますが、事前申込回収というのは、ＦＡＸ等で当社の方に申込書

を送っていただいて、私どもの回収ドライバーが産廃の回収の「ついで回収」という

ところで、直接訪問して回収をするということを行っております。それを医療機関、

医療廃棄物の回収も行っておりますので、同様な方法でやっているというところもご

ざいます。 

 最後の13ページ目になりますが、教育機関での回収ということで、盛岡市内の小・

中・高校563校で携帯電話のボックス回収を行いました。ホストタウンメダルプロジェ

クトの方で、やはり市内の教育機関にＰＲしようということで、私どもで回収の方を

協力させていただいておりました。 

 課題等に関しては、最初の冒頭のところでお話ししたところにはなりますが、今後

に関してですけれども、小型家電の制度としてあるこの品目の価値を高めるというこ

と自体が、プラスチックの高度処理であったり、方法手段でさらに高めることは可能

だったと思いますが、ある程度頭打ちというのが絶対的にあると思うんです。まして、

やること、対策すべきことというのはまだまだありまして、こういったことを考える

と、やはり逆有償のものがあっても仕方ないというところをある程度ご認識いただい

て、それに対する対策をしていかなければならないのかなと思っています。 

 また、新たな生活スタイルも出てきますので、新たなサービスというものも必要だ

と思っております。さまざまな業態連携の中でも、どうしても市場からオーバーフロ

ーしてしまう小型家電が出てきます。それらを、どういった今の制度の中で認定業者

がどうやったら集められるのかという仕組み自体をもう少し拾い上げられるようにし

ていきたいというところで取り組んでまいりたいと思います。 

 以上になります。ありがとうございます。 

○中村座長  ありがとうございました。 
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 それでは、続いて大手家電流通協会様からお願いいたします。大変申しわけござい

ませんが、全体的な時間が非常に押しておりますので、なるべくコンパクトにお願い

できればと思います。 

○金谷様  大手家電流通協会で会長をしております金谷と申します。よろしくお願

いいたします。 

 それでは、１ページ目をご覧ください。家電量販店の小型家電リサイクルの取組の

意義でございます。家電量販店は、以前は同一商品の購入を条件に、同品種・同数の

不要となった小型家電リサイクル家電を無償で引き取ると、いわゆる商慣習上の無償

下取りを行っており、結果的に引取数が制限されておりました。また、引き取った小

型廃家電の多くは産業廃棄物として資源を有効に利用することなく処理されていまし

たが、2013年４月、小型家電リサイクル法の施行により、多くの家電量販店が積極的

に認定事業者や自治体と提供することにより、お客様から多くの小型廃家電品の引取

りが可能となっております。排出者、お客様との接点が多い家電量販店が積極的に小

型リサイクル家電の回収に取り組むことにより、多くの小型廃家電が適性にリサイク

ル運用され、資源回収、廃棄物の適正処理、資源の有効な利用の確保が図られ、循環

型社会の形成に大きく貢献することができているというふうに考えています。 

 左下の図が、ウェブサイトや店内に引き取り料金表を掲示し、引き取りが可能なこ

とをお客様にアピールをしております。 

 右側のグラフは、年々引取量が増えているというグラフになります。 

 次のページでございます。小型リサイクル品の回収方法の一つとして、店頭回収と

いうのがございます。認定事業者と連携している家電量販店の店舗では、お客様がお

持ち込みされた小型廃家電品を全国の店舗で回収を行っております。店頭回収した小

型廃家電品は、認定事業者のリサイクル工場でリサイクルをされています。認定事業

者と連携した家電量販店の店舗は全国網羅し、ほぼ年中営業しております。営業時間

内であれば、いつでも持ち込みが可能であり、お客様にとって家電量販店は回収の拠

点としての利便性が非常に高く、排出しやすくなっておりますので、店頭での回収数

は年々増加しておりますということで、左下が店頭での回収台数の増加率ということ、

それから、右の図は店頭回収のサービスの例ということで、ヤマダ電機の例ですが、

店舗でご用意している指定の段ボールに詰められる分なら、複数の小型廃家電でも一

定の金額で回収するとまとめて一括回収のお得なサービスを実施しているというとこ
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ろでございます。 

 次のページでございます。回収方法の２番、配達時回収。ご購入いただいた商品を

配達した際、店頭での商談時に依頼を受けた、お客様宅にある不要な小型廃家電をお

引き取りいたしております。お客様宅から直接回収であるため、お客様は物理的な手

間なく排出できますし、配達した商品と同等の商品を処分する場合のほとんどが配達

時の回収をご利用され、それ以外の小型廃家電についても、事前に店頭での商談時に

依頼を受けたものに関して配達時に回収を行っております。また、小型廃家電のみを

回収するサービスも実施しております。回収された小型廃家電は、指定の回収ルート

に乗って、最終認定事業者のリサイクル工場でリサイクル処理をされております。左

下にマークがありますけれども、ウェブサイトや店内に掲示し、商品配達時に引き取

りが可能なことをお客様にご案内をいたしております。 

 次のページでございます。宅配便を利用した訪問回収ということで、認定事業者と

連携した宅配便を利用した回収です。宅配便を利用しますので、全国から回収が可能

です。具体的な回収手順ですが、お客様は店舗かＥＣサイトにて家電を購入された際、

ご不要となる小型廃家電をリサイクルするために、店頭かＥＣサイトで小型家電リサ

イクル券を購入していただきます。購入したリサイクル券で、小型廃家電品の回収依

頼をウエブ上で行っていただきます。お客様は、小型廃家電を段ボールに詰めるだけ

で、あとは指定の回収業者がご自宅に回収にお伺いします。回収されたリサイクル品

は、指定の回収ルートに乗って、最終認定事業者のリサイクル工場でリサイクル処理

されるということでございます。下に載っているのがビックカメラさんの事例でござ

います。先ほど、２ページのヤマダ電機のサービスは、お客様が指定の段ボールに不

要な小型廃家電を詰め、自らが店頭に持ち込むサービス。当該のビックカメラのサー

ビスは、宅配便を利用したサービスという形になっております。 

 次のページでございます。自治体とホームページなどの量販店回収店舗などの掲載。

各自治体からの要請により、自治体のホームページや広報誌など、家電量販店で小型

家電リサイクル認定事業者による店頭回収を行っている「店舗情報」「社名」「認定事

業者」などを掲載し、自治体とともに、小型廃家電品の資源循環を促進する取組に参

画しておりますということで、左下が西宮のホームページの掲載例、右側が神戸市の

回収案内に対するチラシの掲載例ということでございます。 

 次のページ、小型家電の制度対象品目ということで、まず、小型家電リサイクル品
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の対象品目について、商品の多様化に伴い、小型家電対象商品の境界が不明確な製品

があり、明確な境界線が必要と考えています。商品事例として、食洗機、オーブンレ

ンジなど、ビルトイン製品が存在するもの。電力を使用するが、電動ゆりかご、井戸

水ポンプや加熱式たばこなど品目設定がないもの。プリンターなど、家庭用・業務用

の区別がわかりにくい機器があり、一般家庭でも複合機・大型プリンターの所有や、

企業が一般家庭で使用するプリンター所有があり、回収の是非の判断とお客様への説

明が難しい点がございます。 

 問題点として、石油暖房機器の取扱い。残油による火災が懸念されます。残油の取

出しが難しい構造になっており、廃棄が困難な品であるため、お客様からの回収需要

は多いですが、一部の量販店では取扱いを控えています。製造業者などから、現実論

としてどのように取り扱うのが適切なのか、対処法の指導が必要と考えております。 

 ３番目、特定対象品目の見直し。標準的なケースにおいて無償での引取りが可能と

なる品目として特定対象品目が設定されていますが、パソコン、携帯などは、現状、

個人情報の取扱対策などの経費増、有用資源売却益の減少などにより、特定対象品目

の見直しが必要であるというふうにも考えております。 

 次のページでございます。配達時の回収時の追加引取について。お客様宅にご購入

いただいた商品の配達時に、事前に店頭での受け付けを行っていない小型廃家電品の

回収依頼を受けることがあります。その際に引き取る小型廃家電品は、特定商取引法

によるクーリングオフの適用を受けますが、回収した廃家電を回収した際と同様の状

態で８日間保管するなどのクーリングオフの対応は非常に困難なので、事実上、お客

様宅での事前に受け付けしていない追加引取は行えない状況となっております。お客

様宅での追加引取は、お客様の利便性が高く、多くの需要があり、実施すれば回収台

数の大幅な増加が見込めますので、お客様が現地で小型廃家電品の追加回収を希望す

る場合はクーリングオフの対象から外すことが必要だというふうに考えております。 

 処理費用について。昨今の運搬コスト及び廃棄輸出規制により、ダスト処理コスト

高騰により、事業採算性が低下しております。お客様の負担増、これについて危惧を

いたしております。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、続きまして、全国電機商業組合連合会様からお願いいたします。 
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○齋藤様  全国電機商業組合連合会の事務局、齋藤と申します。どうぞよろしくお

願いします。 

 本日は、本来委員であります峯田が説明すべきところでございますけれども、所用

で参りませんので、私の方から代理で申し上げたいと思います。 

 全国電機商業組合連合会というのは、現在のところ、46都道府県、沖縄は除きます

けれども、１万4,164店のところで皆さん方に活動をいただいております。そんな中で、

最近特に「まちのでんきやさん」から多くいただいている声を中心に、皆様方にお話

をさせていただければというふうに思っています。 

 そもそも、この小型家電リサイクルの施行前の委員会で、前委員の方から、電気屋

の特性上、ボックスの回収はできませんというふうに申し上げていると思いますが、

店頭対応での持ち込みでまちのでんきやさんは対応させていただいています。 

 それから、３番に書いてあります納入・設置時の引取りはさせていただいて、まあ、

本当はしてはいけないのかもしれませんが、その要請を断れないというまちのでんき

やの特性上、そういうことをさせていただいております。慣習的には、これを断って

しまうと、まちの大事なお客さん、高齢者の方々にご負担をかけることになりますし、

顧客がいなくなるという、ちょっとマイナス要因もあるという部分も含めて断れない

というところでございます。 

 その次のページの、まちのでんきやさんの、当初からの一部自治体が変化というと

ころがありますけれども、最近特に、今まで自治体と何度も何度も組合自身が話し合

いをしてきて、それならばお持ち込みくださいみたいなところが、東海地区、といっ

ていいのかどうかわかりませんけれども、全部お断りというところが増えてまいりま

した。というのは、自治体の中で体制ができ上がってきたので、ユーザーの方からの

申込みで引き取らせていただきますよということなのでしょうけれども、この周知自

体が徹底されていないような感じがしているというのがまちのでんきやさんの声で、

それから、高齢者の場合はそんなことを覚えていないということもありながら、まち

のでんきやさんが便利にもっていってくれるということも含めて、まちのでんきやさ

んの利用が増えているというところがあります。なおかつ、まちのでんきやは、一般

家庭からの引取りは断ってくださいとは自治体から言われつつも、そこの部分は先ほ

ど申し上げたように慣習上なかなか断ることができないというのと、高齢者の方は自

治体のどの部分に電話をしてどうしたらいいかというのをほとんどわかっていないと
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いう現実。それから、高齢者の方は、そのことがわかったとしても戸外に持ち出すこ

とができないという現実があるということを踏まえて、なかなか、まちのでんきやさ

んが一々そこの部分に行って、それはできないんだから自分で電話してよということ

ができなくなってきているという部分もあります。このことをまちのでんきやさんは

下取りという形で店に持ってまいりますけれども、それを今度は産業廃棄業者の方に

依頼するときには全て有償ということで、まちのでんきやさんの費用負担がさらにこ

れからもどんどん、今もそうですが、拡大しつつあるというところです。 

 できれば、今、量販の金谷委員がおっしゃったような部分で、まちのでんきやも、

法律上はできないのかもしれませんが、収集運搬の運搬料金もいただけるようなこと

に、どこの部分で法改正、法改正はできないにしても、何か特例法みたいなことを考

えていただければ、まちのでんきやとしてもそういう部分にはまだ大いに取り組んで

いける要素があるのではないかと。それがまた、そういうふうにしていかなければい

けないのではないかというふうに、まちのでんきやさんは言っております。 

 この小型家電特有の事情かもしれませんけれども、今申し上げたように、経営の体

力差に逆行というか、反対の方に、今取り扱っているという部分に私どもは思ってい

ます。量販店さんのように経営体質がしっかりしているところで有償が取れて、真逆

のまちのでんきやのところはそういうことができないというところが、多少なりとも

この法律に関して懸念な部分が今のところ残っているというのがありますので、ぜひ

ともお考えいただければなというのが今回のことでございます。 

 以上でございます。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、一応２─７までご説明いただいたのですが、ここで、今井佳昭委員より

提出の資料があるというふうに伺っております。 

 それでは、今井委員、ご説明をお願いいたします。 

○今井（佳）委員  ありがとうございます。小型家電リサイクル認定事業者協議会

は、平成27年１月に設立した小型家電リサイクル法に定める認定事業者45者が参加す

る団体です。小型家電リサイクル事業を通じて課題として感じている事柄を、「意見・

要望書」という形で整理させていただきました。 

 内容は、先ほど認定事業者を代表して発表していただきました金城産業さんとニッ

コー・ファインメックさんのお話の中でもありました製造業者への再生プラスチック
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の利用促進。リチウムイオンバッテリーの取扱いについて。災害時における自治体と

の連携の在り方についての他、金属やプラスチックのマテリアルリサイクルの妨げと

なる木材や繊維の多い品目の分別保管の徹底。「都市鉱山からつくる！みんなのメダル

プロジェクト」のレガシーの一つとして、産業廃棄物として処理・処分されている事

業系小型家電の認定事業者への引渡しの促進。自治体によるパソコン回収の更なる拡

充。７事項についてお願いしているところです。 

 認定事業者は、小型家電リサイクル法の中核として、課題解決に向け、積極的に取

り組み、よりよい制度にしていきたいと考えています。審議を進めていく上で、認定

事業者の現場の声を活かしていただければと思います。 

  

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご報告に関して何か、ただいまというのは今井委員前も含め

てですけれども、ご意見、ご質問ございましたら、名札を立ててご質問をお願いした

いと思います。 

 それでは、まず、白鳥委員、お願いいたします。 

○白鳥委員  すみません、大手家電の方にちょっとご質問があるのですけれども、

今、お金を徴収しているじゃないですか。３つ細かい質問があります。あのお金は、

収集費用、運搬費用ですか。あとは、処理に使われていくんですかという話が１つ。

それから、今グラフで年度ごとの増加というのを示していらっしゃるのですけれども、

量は今どれくらいに。実質の量。何キロか何トンかわかりませんけれども、それを教

えていただけませんかという話が１つ。それから、もう一つは、今も小さなお店の話

とか自治体の話とかがあったのですけれども、この法律を始めたときは自治体エリア

を絞ってとか、それからあと、自治体さんがちゃんと自分のところで分別して集める

という、自治体ベースの制度設計だと思ったのですけれども、量販店が集めたときに、

その量のカウントというのはどこにいっているのでしょう。最終的に全国にあるとこ

ろから集めたときに、その集めた量販店の存在する場所の自治体にカウントがいって

いるのかどうかとか、そういうのをちょっと教えてほしいのですけれども。それがわ

からないと、量販店さんが一生懸命頑張ると自治体さんは幾ら頑張っても集まらない

という状態になってしまうかなというのがちょっと思っていました。 

 ３つ、お願いします。 
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○金谷委員  料金については、恐らく各量販店とも横並びという状態の金額になっ

ていると思います。これは、各量販店が認定事業者と契約を結んだ金額というふうに

考えていますので、収集の運搬のというよりも、処理費用というふうに考えていただ

いたらいいのではないかと思っています。 

 それと、グラフの量なのですけれども、申しわけございません、大手家電流通協会

として６社のトータルとしての数字というのは把握しておりませんので、ちょっとわ

かりかねます。 

○白鳥委員  レベル的にはトンなんですか、何百トンなんですか。 

○金谷委員  いや、ですから把握しておりませんので、ここでお答えするというこ

とはできないと思います。 

 それと、量販店が集めたという部分については、各量販店が契約している認定事業

者の方にお渡しするという形ですから、自治体とは全く関係なく各量販店が集めてい

るという形になっております。 

○中村座長  よろしいですか。 

 それでは、大石委員、お願いいたします。 

○大石委員  ありがとうございます。もしかしたらちょっと先走った質問になって

しまうのかもしれませんけれども、今までお話しいただいた中でやはり私が一番気に

なったのは、リチウムイオン電池の発火の問題です。先ほど金城産業さん、それから

ニッコー・ファインメック様からのお話の中でも、やはり現場での火災を防ぐために

は前もって電池は取り外しておいてほしいというような話がありました。ですが、実

際にメーカーさんなどのお話を聞いていると、そうは言いつつ、電池は取り出しにく

くなっているうえに。どこの場所にあるかわからなくなっているとのこと。しかし、

電池がそのまま混ざっていると発火しやすいということで、これはどこで誰がきちん

と取り外すというのがリサイクルのためには一番有効なのか、わかれば教えていただ

ければと思います。もしかしたら、これば国の方に聞くことなのかもしれませんけれ

ども、よろしくお願いいたします。 

○金城様  金城産業ですけれども、私どもの考えなのですけれども、各自治体さん

と連携しながらリチウム電池による発火を少なくしていきたいなと思っていまして、

今おっしゃられた中に、例えばデジカメだったら簡単に誰でもリチウム電池を取るこ

とができると思うんです。最近のスマホであるとか、あと電動歯ブラシ、ひげそり等
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は、なかなか一般の方では、もし取って感電するとか、そういうことがあってはなら

ないと思っているんです。そういう意味では、可能なものについては取外しをしてい

ただきたい。可能でないものについては、自治体との連携の中で、例えば自治体さん

の中でも集積場所で発火は起きています。そういう意味では、自治体さんの集積場所、

我々のリサイクル業の方でも両方の問題でございますので、自治体さんの集積場所で

リチウム電池を使っている機器とそうでもないという形に分けていただくと、私ども

にとっても、できるだけリチウム電池による事故が起こらずに解体が可能になると思

っています。 

 それから、もう一つは、例えば最近のスマホというのはできるだけ小さくなって、

私どもにとっても非常に困難な分解ということになっていますので、できればメーカ

ーさん等がマニュアル等で取り外し方法を示してくださったり、例えば工具類につい

てもご指南をしてくださると、非常に私どものリサイクルとしても事故なくリチウム

電池の取り外しができるのかなと思っております。 

○中村座長  よろしいですか。 

 それでは、長沢委員、お願いいたします。 

○長沢委員  ありがとうございます。私、ビジネススクールに所属しているもので

すから、企業様にお聞きしたいと思います。やはりサステーナブルな努力を続けるた

めには利益を上げることが会社としてサステーナブルで重要だと考えております。そ

こで、金城社長と小野寺社長にお聞きいたします。 

 この家電リサイクル事業は、単独事業として独立採算で儲かっているのか、とんと

んなのか、赤字なのか。仮に赤字だとしたら、損して得取れで、ここは赤字でも環境

省や経産省や自治体に覚えめでたいということで、ほかの事業と抱き合わせで回復し

ているのか。あと、いろいろ問題があるのはよくわかりましたので、こんな状態では

近い将来「やってらんねえぞ」、あるいは、「やってらんねえわよ」という見通しなの

か。さらに、この小電は、何やら当初は情報家電・情報機器限定だったのが、どうせ

やるなら小電全部に拡げちゃえとなったというふうに私は承知しておりますが、やは

り品目をもっと絞るべきとお考えか。立て続けに３つずつ、両社長にお聞きしたく思

います。 

○金城様  今、先ほど非常に厳しい、直球のご意見をいただいたのですけれども、

私どもの小型家電リサイクル事業としては、今のところ、単独では採算が取れており
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ません。正直なところ。それで、当初の計画では５年計画でとんとん、６年目で利益

を出そうという計画でございましたけれども、それをとりあえず８年という形の中で、

とにかく８年間でとんとんに持っていくというような戦略で頑張っています。 

 どういう戦略かというと、とにかくたくさん集めないといろいろなリサイクルを、

結局価値が小さくなる。例えば、金銀滓でも、たくさん集めるから、それによって精

錬所と交渉しやすくなる。そういう部分もございますので、とにかくたくさん集める

ということにこだわっています。 

 それと、各自治体さんとの間で、できるだけ自治体さんの立場を考えて、私どもか

ら頭ごなしに、こういう回収方法しかできません、この品目しかできませんというこ

とは一切していません。自治体さんから声をいただいたら必ず私どもは取引をすると

いう姿勢で臨んでいまして、例えば愛媛県に離島の島々があるのですけれども、そこ

に行ったときに、今は小型家電リサイクルが始まったばかりなので、「契約が欲しいか

ら来られているんじゃないですか」「これは継続できるんですか」というふうに言われ

ました。そこで、私どもとしては、これは本当に大事なことなので、責任もって継続

をお約束しますということで、今現在も続いております。そういう意味では、我々の

技術を更なるアップをしながら付加価値を生む。それから、プラスチックが、結局サ

ーマルリサイクルが多くてマテリアルが少ないんです。このサーマルリサイクルをし

ている部分をマテリアルができるようになって、サーマルリサイクルといったらお金

を払って、いわゆるサーマルリサイクルとしてしていただいているのですけれども、

逆にマテリアルとして付加価値、お金をもらえるようなプラスチックのリサイクルと

いう形に持っていくと採算性が改善できると思っています。 

○長沢委員  品目を採算の観点から絞るべきか。 

○金城様  それは、私どもは考えていません。当初から全品目でやっていまして、

私どもとしては、高品位品目だけはやりませんと。むしろ、携帯とかパソコンをほか

の事業者に出して残りしか私どもに出さないのなら、私どもは取引しませんという形

で答えています。それはなぜかというと、四国というのはたった380万人しか人口がい

ないんです。その中でいいとこどりをするということは、やはり採算性はいいとこど

りでしたらいいかもしれませんけれども、やはり事業というのは多くのものを集めて、

できることも多くございますので、やはり地域一番主義といいますか、地域でないと

できない。いいものだと、例えば東京で全国のものを携帯だけ集めようということは
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できるかもしれませんけれども、やはり地方だから地方のものを地産地消でリサイク

ルしたいと、そういう考えで私どもは行っております。 

○小野寺様  私どもの方では、利益に関してはとんとんちょっとプラスアルファぐ

らいかなと思っています。という理由は、先ほどちょっと説明が足りなかったかもし

れないのですけれども、私どもの方では一応プランを考えて、だめですよとは言わな

いんです。ただ、これをやるためには費用がかかりますということで、費用がかかる

もの、かからないものを明確に品類分けをしています。ですので、マイナスにはなら

ないです。あと、運搬の方も、基本的にはついで回収しかしませんので。イベント回

収とか、よほどのことがなければ、ついで回収しかしませんので、そこのコストが余

りかからないというところでペイはできています。ただし、大変申し訳ないのですけ

れども、量を回収しなければいけないというこの目標に対して、ではそれだけの効果

をなせるような量を集めているかというと、私どもでは量としては少ないとは思って

います。ただ、利益としてはそういったところで、マイナスではありません。 

 ただ、今後に関しては、やはり、今ほかの電子機器とか基板を扱った上で比較して

みると、小型家電のいい方の基板を出荷したときに、何十袋、何百袋と月出荷しても、

えっ、これだけ？というような数字なのが現実です。これがどんどん減ってくるかと

思うと、やはり今後の見通しというのはかなり厳しいところなのだろうなとは思って

います。 

 あとは、品目を絞るべきかどうかというところに関しては、やはり一部、これは適

切ではないのではないかなというもの、衛生品であったり、電気シェーバーというの

はどうしても外さざるを得ないので、やはり一部精査は必要なものもあるのではない

かとは思っております。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、崎田委員、よろしくお願いします。 

○崎田委員  ありがとうございます。先ほど、地域の電気商の組合の皆さんが、大

手の量販店は費用負担をお願いできるけれども皆さんのところは難しいというお話が

ありました。皆さんが集めたものを認定事業者さんと相談をして運んでいっていただ

けるような仕組みにすれば、費用を出したいという方から徴収というか払っていただ

くのも可能なのではないかなと思うのですが、その辺、なぜ地域の電気商の方々は費

用をお願いするのが難しいのかというあたり、もう少し法律的なものと、仕組的な点
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からも、状況を教えていただければありがたいなというふうに思います。 

 なお、今、大手の販売店で、回収というか、リサイクルの費用をとっているという

のが、今日非常に明確になりました。けれども、今、量販店はどこも横並びというご

説明が先ほどありましたが、ボックスに入っているものが全部で1,780円というケース

と、中程度の量が1,000円、小さいと500円というのは、かなり雰囲気は違うと思いま

すので、そういうものの情報で、後々消費者とトラブルなどが起こらないように、う

まく情報共有とか、そういうことを徹底していただければありがたいと思いました。

よろしくお願いいたします。 

○齋藤様  収集運搬に関しての料金ですけれども、私どもの各46の組合若しくはま

ちのでんきやさん個々が認定事業者さんと手を組むというのは、法律上できないとい

うふうに思っています。そこは、なかなかハードルが高くて、法律上というか、どう

いったらいいんですかね、認定事業者さん自体が私どものまちのでんきやを選ばない

というふうに思っています。 

○崎田委員  すみません、法律で禁止されているというわけではないんですよね。

状況的には、現実は難しいということですよね。 

○環境省今井補佐  環境省でございます。法律上何かが規制をされているというこ

とではないというふうに理解をしています。恐らく全国規模でやっていらっしゃるよ

うな量販店さんと比べて、個々で、まちでそれぞれやられている事業者さんが、全部

認定事業者さんの方に入っているのが厳しいというご説明だったと、私の方でも理解

をしているということです。 

○中村座長  ほかにはよろしいですね。 

 それでは、次にまたヒアリングを開始したいと思います。次からは、ご報告時間７

分ということになっておりますので、よろしくご協力のほどお願いいたします。 

 それでは、資料２─８に基づきまして、社団法人電子情報技術産業協会様よりお願

いいたします。 

○鶴田委員  電子情報技術産業協会の鶴田と申します。以下、略称「ＪＥＩＴＡ」

を使わせていただきます。 

 めくっていただきまして、ＪＥＩＴＡでは、電子部品、電子デバイスを初め、電子

機器、ＩＴソリューション・サービス等を中核とした、ＩＴ・エレクトロニクス分野

の業界団体でございます。会員385社・団体で構成しております。小型家電リサイクル
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法の対象品目でございますけれども、パーソナルコンピュータ、ブルーレイディスク

レコーダ/プレーヤ、ビデオカメラ、デジタルオーディオプレーヤ、ヘッドフォン及び

イヤホン、ＩＣレコーダ等が品目となっております。 

 続いてページを送っていただきまして、まず、ＪＥＩＴＡの各社では、リサイクル

しやすい製品設計というのを行って推進しております。オーディオビジュアル機器に

関しましては、製品が多岐にわたりますので、家電製品協会が発行しております「製

品アセスメントマニュアル」や、各社内で個々に制定した社内のアセスメントガイド

ラインにのっとって、製品のライフサイクル全般にわたって環境負荷が低減されるよ

うな製品の企画・設計を行っております。 

 また、パーソナルコンピュータ（ＰＣ）に関しましては、「パーソナルコンピュータ

の環境設計アセスメントガイドライン」を作成し、これに基づいた環境の配慮設計と

いうのを行っております。以下、下に幾つかの事例という形でご紹介を載せておりま

す。 

 続いて、ページを送っていただきまして、先ほどからお話が出ております小型二次

電池に関しまして、これの回収状況についてご説明差し上げます。 

 小型二次電池を使用する機器に関しましては、消費者の皆様方が機器の排出前に小

型二次電池の取り外しを行うことができるように設計することが基本という形にはし

ております。 

 当協会の会員に関しましては、小型二次電池を使用する製品に関して、電池の製造

業者の皆様とともに小型二次電池の無償回収を行っております。具体的には、小型二

次電池の製造業者と小型二次電池使用製品の製造業者の団体でありますＪＢＲＣに加

入して費用を拠出することで、ＪＢＲＣさんにおいて廃棄物処理法の広域認定を取得

し、無償回収を実施しているというのが実態でございます。 

 また、一方で、消費者の皆様による小型二次電池の取り外し作業が危険を伴うこと、

また、無線通信を行う機器におきましては電波法の規制によって改造が禁止されてい

る等の理由によりまして、小型二次電池を取り出せるような構造にすることが難しい

品目というものも存在しております。 

 さらに、ノートパソコン、タブレット端末、デジタルオーディオプレーヤ、ワイヤ

レスタイプのヘッドフォン、イヤホン等、またＩＣレコーダ等につきましては、機器

の小型化や薄型化あるいは防水性といった市場の要請等によりまして、消費者の皆様
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による小型二次電池の取り外しを可能とするような構造が物理的に困難になっている

場合もございます。 

 こうした小型二次電池を消費者の皆様が取り外すことが困難な製品におきましては、

当協会の会員において、製造業者の費用負担によって、パソコンに関しましては資源

有効利用促進法の回収で、その他の製品については有価物として、それぞれ製造業者

が自社製品について、例えばアフターサービスとして機器全体で無償回収を実施し、

適正処理及びリサイクルを行っております。消費者の皆様に対して小型二次電池はリ

サイクルが可能である旨の説明や、小型二次電池を取り外すことができない機器の廃

棄方法等につきましては、機器の取り扱い説明書またはアフターサービスの窓口等を

通じて周知しているというのが現状でございます。 

 続いてページをお送りいただきまして、パソコンにつきましては、資源有効利用促

進法によって製造事業者に回収義務と再資源化義務が課せられております。事業活動

に伴って排出されるものに関しまして、対価を得ずに回収することが判断基準省令等

で求められておりますので、製造等事業者の費用負担によって排出者からの無償回収

を実施しております。 

 資源有効利用促進法において、家庭から排出されるパソコンについては、多くの場

合、パソコンの製造等の事業者が、個社として廃棄物処理法上の一般廃棄物の広域認

定を取得して無償回収を行っております。その際、ノートパソコンを回収する際には、

使用されている電池もあわせて回収しております。 

 また、パソコン３Ｒ推進協会が、義務者不在のパソコンの回収を行っているほか、

広域認定取得・維持に関する会員への助言、また業界としての普及啓発というのも行

っております。 

 ページをめくっていただきますと、これが先ほどご説明したパソコン３Ｒ推進協会

のパソコン回収のイメージ図というか、フローになります。また、下のところは2018

年度の実績を紹介しております。 

 最後になりますけれども、再生材の使用についてということで、当協会の会員にお

きましては再生プラスチックの使用に努めておりまして、以下、２つの事例をご紹介

させていただきます。 

 １つはパソコンでございまして、Ｂ社製のノートパソコンには、リサイクルしやす

いマグネシウム合金やアルミ製の筐体、プラスチック部品にはハロゲンフリーで無塗
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装、また、市場によって回収されたポストコンシューマ材を利用するというようなこ

とも行っております。 

 また、右の製品は、サウンドバーといわれるテレビのところに置くスピーカーにな

りますけれども、音をつくり出すのに重要な役割を担うフロントパネルや内装部品と

いったパーツに再生プラスチックを採用しております。再生材と混合する材料の種類

や量を何度も見直して、高音質な音が出るような再生材というものもあわせて開発す

るということで、なかなかこうしたパソコンやオーディオ機器に使うプラスチックと

いうのは再生材で品質を高めていくのは難しいところではございますけれども、こう

した形で幾つかの製品で再生材を導入している事例をご紹介させていただきました。 

 以上が当協会の説明になります。 

○中村座長  ありがとうございます。 

 それでは、続きまして、一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会様よりお願い

します。 

○今井（正）委員  情報通信ネットワーク産業協会でございます。通称「ＣＩＡＪ」

と略しておりますので、よろしくお願いいたします。 

 当協会は、電気通信機器を取り扱っているということでございますが、特にその中

で本日は携帯電話とスマートフォンに的を絞ったような形のご説明になろうかと思い

ます。 

 内容は２つありまして、モバイルリサイクルネットワークという回収のスキームを

電機通信事業者協会さんと一緒にやっております。そのご説明が前半で、後半は、メ

ーカーとしての小型二次電池の回収や対策等についてのご説明になります。説明者の

方から説明させていただきます。 

○多賀谷様  ＣＩＡＪの多賀谷と申します。ＣＩＡＪの小型家電製品の環境配慮に

かかわる取組について説明させていただきます。 

 １ページ目は先ほど説明いたしましたとおり、現在200社の会員数に参加していただ

いております。ＩＣＴ産業の更なる発展を目指した団体でございます。 

 小型家電のリサイクルに関する活動についてなのですが、先ほども申し上げました

とおり、ＴＣＡ（電機通信事業者協会）さんと組んで、モバイルリサイクルネットワ

ーク、通称「ＭＲＮ」と略称で呼んでいますが、これを運用して、資源の有効活用に

回収のレベルで取り組んでいます。 
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 また、それと平行して、設計の段階で、３Ｒを推進するということで、「製品環境ア

セスメントガイドライン」というものを制定して、設計のところから３Ｒの活動を推

進しているという形にございます。 

 続きまして２ページ目に飛んでいただいて、ＣＩＡＪの中で今、移動通信委員会と

いうものがございまして、この中のリサイクルワーキンググループというところでこ

の問題について取り組んでいます。このワーキンググループなのですが、2001年４月

よりＭＲＮを立ち上げて、使用済みの携帯電話等の再資源化を促進するという活動を

行っております。このＭＲＮのスキームでは、サービス提供事業者とか製造メーカー、

これに関係なく、全ての携帯電話・ＰＨＳの本体、電池、充電器を無償で回収すると

いう活動でございます。 

 このＭＲＮなのですが、設計に関しましては、先ほど申し上げましたように設計配

慮、３Ｒに関する配慮をするということで、「製品環境アセスメントガイドラインと、

あと、「小型二次電池を使用した通信機器の表示に関するガイドライン」、この２つの

ガイドラインを設けまして、表示に関しても、「電池を使っています」でありますとか、

そのようなことを表示するということにしております。 

 ３ページ目ですが、ＭＲＮの概要ということで、これはホームページ等々にござい

ますが、これまで何度も説明に出てきております金、銀、銅、パラジウムといった都

市鉱山、このようなものを回収するという目的もございます。また、この中で、携帯

電話を業者に出す、要するに自分の手元から離れるということに非常に不安になるユ

ーザーの方もいらっしゃると思いますので、そういうところに関しましては「ＭＲＮ

携帯電話端末等のリサイクル活動運用ガイドライン」、これはちょっと長ったらしい名

前なのですけれども、こういうものを設けまして、実際の提出いただける皆さんに安

心してリサイクルに回していただけるようなガイドラインでございます。 

 これ、ちなみに、４ページ目に抜粋したものを載っけてございますので、回収時に

おける取扱いでありますとか、再資源化における取扱い、いかに安心して皆様にご提

供いただけるかということをうたってございます。 

 ちょっと前のページに戻っていただいて、３ページ目ですが、このＭＲＮの回収の

実績なのですけれども、立ち上げてから16年間経ちますが、約１億3,000万台の携帯端

末を回収しております。これは、回収拠点になるのは全国約9,000ヵ所にございます、

俗にいう携帯ショップですね。携帯ショップの方で回収しております。いつでも、ど
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んな古い機種でも回収しておりますので、皆様ぜひお持ちいただければと思います。 

 続いて、５ページ目、回収台数の実績の年度推移なのですが、５ページ目に本体の

回収実績を示します。大体、最初は溜まっていたものが出た等の理由で多かったので

すけれども、ここ数年は大体500～600万台、年間で回収しております。 

 ここには載っけていないのですけれども、つい先日、平成30年度、昨年度の実績が

出てまいりまして、昨年度の実績としては530万台ということで、大体この数年は横ば

い状態が続いているという状況にございます。 

 続いて６ページ目、これは電池の回収量及び充電器の回収量を示しております。ご

参考までに数字をご確認いただければと思います。 

 続きまして、７ページですが、ＭＲＮの回収から再資源化までということで、ちょ

っと漫画にしたものです。一番上にお客様がおりまして、携帯ショップでの対面方式

で、回収でありますとか携帯電話の説明でありますとか、そういうものを実施してい

ます。真ん中辺にあるモバイルリサイクルネットワークのマーク、ロゴがあるのです

けれども、これも実際、携帯電話のカタログの裏側の下の方とかに実際ございますの

で、皆さんご確認いただければと思います。このロゴマークを代表に、皆様への普及

活動を図っております。 

 ８ページ目についても、回収から再資源化までの取組ということで漫画にしてござ

います。これは、一番左が使用者で、次がショップ、それとリサイクル業者。これは

認定業者様にいろいろなリサイクルのお願いをしていると、こういう図になっており

ます。 

 続きまして、９ページ目です。製品設計時の配慮事項についてということで、先ほ

どいいましたように、製品環境アセスメントガイドラインというものを作り、随時改

編しておりますが、この中で、リデュースの評価項目でありますとかリユースの評価

項目、それとリサイクルの評価項目、それぞれ23項目、５項目、32項目。リデュース

でいいますと、小型化、軽量化、省電力化と、こういったものをうたっておりまして、

この各項目に関して設計時にちゃんと配慮して設計してくださいということで設計配

慮をしております。 

 続きまして、10ページ目ですが、リサイクルしやすい製品設計の例といたしまして、

小型二次電池の表示につきましては先ほどのガイドライン、これを制定いたしまして、

再資源化、再生部品としての利用を促進しております。 
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 それと、電池以外に関しましては、容易に解体できるということで、ねじの使用で

ありますとか、両面テープ、防水用のボンド、こういうものの使用を採用しておりま

す。 

 小型二次電池以外の取組ですが、やはりこちらもねじどめでありますとか両面テー

プの採用という形で、できるだけリサイクルしやすいという形にもっていこうとして

おります。 

 それと、小型二次電池の回収についてなのですが、先ほどＪＥＩＴＡさんの説明で

もございましたように、小型二次電池というのはやはり取り外しができるようにする

のが設計の基本かということが共通認識ではいるのですが、スマートフォン、携帯電

話に関しましては、機器の小型化や薄型化、それと防水の要求、それと法律での電波

法の規制、改造が禁止されておりますので、このようなものから非常に、取り出せる

ような構造にするのが困難であると考えております。ただ、このような場合でも、先

ほどのＭＲＮという回収スキームでは、本体ごと、丸ごと回収しておりますので、

一々外す必要はないという形で回収させていただいております。 

 続きまして、再生材の使用についてなのですけれども、再生プラスチックに代表さ

れるような再生材ですね、これをやはり我々の業界でも推奨はしているのですが、な

かなか、その安全性でありますとか、機械的強度の問題、それと環境耐久性、このよ

うな問題がまだまだ存在するというふうに考えておりまして、さらなる評価が採用に

当たっては必要なのかなというふうに考えております。 

 また、携帯電話とかスマートフォンに関しましては、災害時のライフラインであり

ますとか、最近でいいますとお年寄りやお子さんの防犯対策等にかなり高い要求がご

ざいます。機械品質の要求がかなり高うございます。そのために、ほとんどが今、強

化プラスチックというものを、プラスチックを使う場合は採用しているというのが実

情ではありますが、今後、幅広い、業者さんも含めた検討を行って、積極的な採用に

つなげていきたいというふうに思っています。 

 また、本体以外でも、マスキングの治具でありますとか製造治工具、このようなも

のも積極的に取り入れるようにしてございます。 

 今後の活動につきましては、やはり限られた会員企業ではございますが、ＭＲＮの

スキームに関しましては、業者を問わず、メーカーを問わず回収しておりますので、

そのような活動を今後も幅広く続けていきたいというふうに考えています。 
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 以上です。 

○中村座長  ありがとうございます。 

 それでは、続きまして、一般社団法人日本電機工業会様からよろしくお願いいたし

ます。 

○星野委員  それでは、資料２─10に基づきまして、小型家電リサイクル制度に関

する取組について発表させていただきます。 

 まず、おめくりいただきまして、１ページ目になりますけれども、まず一般社団法

人日本電機工業会についてということで、取扱製品は、電力・産業システム機器、原

子力プラント及び機器、新エネルギー発電システム及び機器、家電機器ということで、

家電については白物家電機器ということで、生活環境・冷暖空調関連機器、調理厨房

関連機器、ホームランドリー機器、理美容関連機器、ネットワーク家電機器というこ

とでございます。 

 会員数については、2019年５月30日現在ですけれども、正会員として183社、賛助会

員で115社ということになっております。 

 この中で、小型家電のリサイクル法対象になっている品目としましては、電気グラ

インダー、電気ドリル、ジャー炊飯器、電子レンジ、扇風機、電気除湿器、電気アイ

ロン、電気掃除機、電気こたつ、電気ストーブ、ヘアドライヤー、電気かみそり、電

気芝刈り機ということになってございます。 

 おめくりいただきまして、小型二次電池の取扱いについてご説明させていただきま

す。先ほどの対象機器の中で、この小型二次電池が含まれております主な該当機器と

しましては、電気かみそり、電気歯ブラシ、充電式の掃除機ということでございます。

法律の規定としまして、３Ｒ法で小型二次電池の使用機器としましては、指定再利用

促進製品と指定再資源化製品ということで指定されておりまして、指定再利用促進製

品ではリサイクル配慮設計、それから、指定再資源化製品については自主回収要求が

規定されております。 

 電池の取り外し容易化につきましては、私ども電機工業会の当該製品の委員会会社

につきましては取り外し容易化になっているということでございます。 

 おめくりをいただきまして、小型二次電池の取扱いについて、使用済みの二次電池

の回収促進表示ということで、表示の自主基準は記載のとおりでございます。ＪＥＭ

Ａの当該製品委員会会社につきましては、次のような表示を実施してございます。 
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 カタログの表示例、電気かみそり、電動歯ブラシの例ということで、リサイクルボ

ックスの表示、写真の部分でございますけれども、こちらについては各社の判断とい

うことでございます。 

 それから、取り扱い説明書、本体の表示の例でございますけれども、電気かみそり、

電動歯ブラシの例でございまして、本体表示は掃除機のみでございます。「この製品に

は、○○電池を使用しております。○○電池はリサイクル可能な貴重な資源です。（○

○電池の交換及び）ご使用済みの製品の廃棄に際しては、○○電池を取り出し、小型

二次電池リサイクル協力店にお持ちください。詳細は、一般社団法人ＪＢＲＣのホー

ムページをご覧下さい。」ということで表示がされております。 

 続きまして、小型二次電池の取扱いについてということで、使用済二次電池の回収

促進表示の具体例でございます。電気かみそりの取扱説明書に記載の例を一応出させ

ていただいておりますけれども、「製品を廃棄するとき」ということで、「この製品に

使用しているリチウムイオン電池は、リサイクル可能な貴重な資源です。」ということ

で、表示のされているとおり、取り外し方を記載させていただいております。 

 それから、めくっていただきまして、小型二次電池の取扱いについて(4)ということ

で、ＪＥＭＡの当該製品委員会会社。電気かみそりと電動歯ブラシにつきましては、

オムロンヘルスケア、パナソニック、日立グローバルライフソリューションズ、フィ

リップス・ジャパン、プロクター・アンド・ギャンブル・ジャパン、マクセルイズミ

ということでございまして、こちらの委員会会社の、シェアはこちらのかみそりと歯

ブラシの中の80％程度になっております。 

 それから、充電式掃除機については、LG Electronics Japan、シャープ、東芝ライ

フスタイル、パナソニック、日立グローバルライフソリューションズ、ミーレ・ジャ

パン、三菱電機ということでございまして、こちらの方は委員会会社につきましては

シェアは40％程度ということでございます。 

 最後、今後の取組についてということでございますけれども、引き続き関係製品の

委員会の委員会社を中心に、次のような取組を行っていくということで、１番、小型

家電製品についてリサイクルしやすい製品設計を行うことや、再生材の使用に努めて

いくということで、再生樹脂使用の例を、掃除機ですけれども一応挙げさせていただ

いております。 

 また、小型二次電池についても、今後とも一般社団法人ＪＢＲＣの会員として無償
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回収網を提供していくということでございます。 

 また、上記の取組について、消費者への周知をあわせて進めていくということでご

ざいます。 

 以上で発表を終わらせていただきます。 

○中村座長  ありがとうございます。 

 それでは、続きまして、一般社団法人カメラ映像機器工業会様よりお願いいたしま

す。 

○代田委員  カメラ映像機器工業会（ＣＩＰＡ）の代田でございます。 

 ページをめくっていただきまして、ＣＩＰＡですが、団体名のとおり、デジタルカ

メラなどを開発、製造・販売する会員企業様で構成されております。 

 もう一枚めくっていただきまして、ＣＩＰＡの内容をご紹介、概括させていただき

ます。 

 左側ですが、会員企業を羅列させていただいております。正会員が15社でございま

す。その右側に賛助会員がございます。この中に、Apple、あるいは中ほどにSamsung、

また下の方にMicrosoft、こういった企業も会員に入っておりまして、ほかの団体さん

とちょっと違うかもしれません。国際的な団体だということをご承知おきいただきた

いと思います。 

 それから、右上に組織図がございますけれども、本日のような環境配慮設計に係る

取組は、この組織図の左下にあります環境作業部会で実行しております。 

 それから、その下に円グラフがございます。これはＣＩＰＡ関連製品の出荷金額の

グラフですが、ここにありますとおり、ほとんどはカメラ、レンズが一部入っている

という、こういった団体でございます。 

 それでは、ページをめくっていただきまして、本題に入らせていただきます。環境

配慮設計に向けた取組ということで、本日はデジタルカメラの二次電池取り出し容易

性についての報告でございます。 

 ＣＩＰＡでは、この二次電池取り出し容易性アセスメントガイドを制定しておりま

す。少々字が小さくて読みにくいと思いますが、左側にまえがきが抜粋してございま

す。ポイントをご説明しますと、まず消費者、一般の消費者の方々が二次電池を容易

に取り出せるように配慮した設計をすること。このことでリサイクルの処理施設での

処理を容易にしたい。また、当然ですが二次電池のリサイクルも促進できるだろうと
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いうことでございます。これは、ＣＩＰＡの先ほど申し上げまた環境作業部会のメン

バーが、リサイクル処理施設を直接、複数ですが見学させていただいて、ヒアリング

をした結果、これが最も重要なポイントだということで、このアセスメントガイドを

制定させていただきました。 

 アセスメントガイドのポイントなのですが、この右側の表なんです。ただ、これも

文字ではなかなかわかりにくいと思います。ページを１枚めくっていただきますと、

これは実は内部資料で非公開なのですが、これがわかりやすいと思います。それぞれ、

電池がどのような構造で収められているかを構造図で示してございます。その構造に

よって、記号のＡからＪまで分類をさせていただいておりまして、特に左側の４つ、

これをＣＩＰＡでは推奨構造としております。一般の消費者でもこれなら電池が取り

出せる、取り出しやすいだろうということでございます。一番右下のＪになりますと、

電池はハンダづけされている、またその上に基板も乗っていて、これもまたはんだ付

けが多い。一般の工具では外せないような蓋がしてあるといったことで、この辺にな

りますともう一般の消費者の方は諦めざるを得ないレベルかなと。あるいは、リサイ

クル施設の方も大変苦労されるのではないかと思います。 

 こうした分類をしておりますけれども、この中でＣＩＰＡは、先ほど申し上げまし

たとおり、推奨範囲ＡからＤまでを定めて、各企業がこのガイドラインに沿うように

ということで推進してございます。 

 現実の説明でございますけれども、このガイドラインを決めた後、毎年10月ごろに

各企業からの状況報告をまとめてございます。昨年の10月、最新の情報ですけれども、

市場に出回っているデジタルカメラが147機種ございました。この147機種が全てＡの

構造になっているということを確認しております。非常に早い段階でこのガイドライ

ンをまとめたということで、会員企業も対応ができたというふうに考えます。このガ

イドラインを作る以前、あるいは作っている最中ですが、スマートフォンの普及が非

常に進んでおりまして、デジタルカメラもより小型化あるいは薄型化をしたいという

機運がございました。ただ、電池の取り出し容易性、これは非常に重要ですので、こ

のガイドラインにのっとるということで、そうした機運を食い止めることができたの

かなというふうに、まあ、これは個人の感想ですが、そのように感じていることでご

ざいます。 

 ガイドラインについては以上でございます。 
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 それから、ページをまた２つほどめくっていただきまして、５ページ、再生材の利

用についてです。ＣＩＰＡでももちろん再生材の利用促進に取り組んでおります。た

だ、例えばですが、プラスチック一つをとりましても、デジタルカメラの場合はただ

の構造体あるいはケースということではなくて、それ自身が非常に精度を求められる、

あるいは耐久性を求められる材料ということになります。ですから、金属、プラスチ

ックを問わず、品質劣化がない安定供給されている材料という限定になりますけれど

も、当然再生材もできるだけ使うという方向で進めております。 

 それから、もう一枚めくっていただきます。ご不要のカメラを捨てる際の手順。こ

れはＣＩＰＡのホームページをそのまま載せてございます。字が小さくて申しわけご

ざいません。先ほども一部話がありました。やはりデジタルカメラも個人情報が載っ

ております。これの消去が重要だということの周知、それから駆動電池は取り出して

くださいということ、それに、カメラ本体、これの廃棄はこのようにしてください、

こういったことをホームページに載せてございます。それぞれ、例えば、電池の取り

出し絡みのところでは、ＪＢＲＣさんのホームページへのリンクを貼らせていただい

ております。それから、カメラの廃棄については各市町村で扱いが異なるということ

で、環境省のポータルサイトにリンクを貼ってあります。それから、小型家電リサイ

クル法については一番下にありますが、政府広報のホームページにリンクを貼って周

知に努めているということでございます。 

 それから、最後のページになりますが、小型二次電池のリサイクルについては、先

ほどのＪＢＲＣさん、それから本日はおられませんが電池工業会さん、こちらとも会

合などを通じて連携を進めて、今後も対応していきたいという考えでございます。 

 ＣＩＰＡの報告は以上でございます。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、先ほどから何度もお名前が出ておりますが、ＪＢＲＣ様からご説明をお

願いいたします。 

○金澤様  一般社団法人ＪＢＲＣの金澤でございます。先ほどからＪＢＲＣを連呼

していただきましてありがとうございます。ただ、なかなか認知度がなくて、皆さん

に知っていただく機会がなかったのですが、今日は少しゆっくり皆さんに知っていた

だきたいと思います。 

 本日の報告内容は、２ぺージの通りです。４ページに我々の概要が書いてございま
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すが、ＪＢＲＣというのはアルファベット４文字で、この英文名を略しております。

会員数のところが、充電式電池の製造販売及び輸入販売、それから使用機器の製造販

売事業者、輸入販売事業者、こういったところ、355法人が今私どもの会員になってご

ざいます。先ほどからご発表のありました電気電子４団体の皆さんの、我々が受け皿

になっているという形でございます。 

 次の５ページ、我々の回収の始まりというのは、もう約40年前から始まりまして、

ニカド電池、カドミを何とかしなければいけないというところから始まりまして、最

初は2001年、資源法が始まりますときに87社で始まりまして、今現在が355法人という

ことで、毎年増加はしてございます。 

 次の６ページが、我々の電池が入っている機器ですね。このようにまとめてござい

ますけれども、幅広く広がっております。一番大きそうなものでいくと、右側の日用

品の中に自転車があります。この自転車のバッテリーも我々は回収しております。 

 では、７ページに行っていただきまして、これが皆さん余りお目に触れることもな

いかもしれませんが、バッテリーのパックと我々は呼んでいるのですけれども、この

電池のパックの状態で回収をさせていただいています。取り外された電池のパックで

すね。取り外せないものは、我々は回収はできないということになってございます。 

 ちょっと丸で囲んだところがございます。使用中にいろいろと発火の問題が起きて

世間を騒がせておりますモバイルバッテリーがあります。これは、環境省様からいろ

いろと支援していただきまして、我々は電池しか回収できないのですけれども、唯一

機器を、モバイルバッテリーは回収させていただいています。 

 それから８ページは、対象外の電池、これだけいろいろたくさんあるのですが、

我々は鉛蓄電池、それからリチウムと呼ばれても、一次電池というのは回収しており

ません。それから、コイン電池、ボタン電池ですね。特にボタン電池の場合は、我々

の上位団体になります電池工業会様が回収センターを中にもっておられますので、そ

こでやってございます。このようなものはＪＢＲＣ回収対象ではないということでご

ざいます。 

 １０ページは、リサイクルのシステム、これがわかりやすいかと思ってカタログ等

も用意をしておるのですけれども、真ん中がＪＢＲＣだとみていただいて、上半分が

産業廃棄物の収集ですね。それから、下半分が一般廃棄物という収集になっておりま

す。上の方の左の方をみていただきますと、産業廃棄物の排出に協力をしていただい
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ているお店、先ほども大手量販店さんのご発表がありましたけれども、こういったと

ころでご理解をいただきまして、我々の缶を置いていただくようにはなっています。

最初の名古屋市さんのお話があったように、なかなか最近ちょっと目立たないのは、

一番最初にちょっと理由を申し上げましたけれども、やはり量販店さんもご苦労され

ているというところがございます。そこが全国に２万1,000、それから事業者でいくと

１万4,000強ですね。産廃の自治体さんも267ございます。 

 我々の方は、新しく始めたのがこの一般廃棄物ということで、これが環境省の廃棄

物適正処理推進課から８月１日に事務連絡が出たと思うんですが、この一廃を昨年の1

0月から我々も始めていますので、我々もなかなか微力なのですけれども、ＪＢＲＣを

利用できるのであれば利用していただきたいなということで発出されています。ここ

が今、235ヵ所、93自治体というのが３月末の実績でした。 

 では、次１１ページへ行っていただきまして、再資源化の工程の絵でございます。

右側にリサイクラーが４社ございます。我々はリサイクラーを４社しか今は抱えてお

りません。そんなにたくさん電池が返ってきているわけでもございませんので、この

４社で今は回してございます。 

 まず、ニカド電池、ニッケル水素電池、リチウムイオン電池ということで、絵が小

さいかもしれませんけれども、「分別」と字が書いてあるすぐ横に、分別作業をしてお

ります。ここで安全に返ってきた電池を分別して、それぞれの工程で最終的には再利

用品をつくるという形になります。途中で解体・分離をします。電池はプラスチック

のケースがあったりしますので、それは廃プラとして分離をした後、熱処理を行いま

す。特にリチウムイオン電池は一番右側の青いルートを下にたどります。ロータリー

キルンというのがございます。この中が、いわゆる燃焼させているようなものなので、

ここで火が出ているということなので、安全にここで処理が行われています。工場で

は発火事故等は何も起きてはおりません。 

 右側のリサイクラー４社の中も、特に最近仲間に入ったのが一番右下の共英製鋼さ

ん。ここは非常に大きな工場で、車載用の電池なんかも既に担当していただいていま

すということなので、仲間に入っていただいております。 

 次１３ぺージは、回収量の推移です。棒グラフをみていただくと、そんなに変わっ

てはいないようにみえます。2009年から実は漸減しておりました。2015年の時点で1,0

00トンの回収量を切るかなというところから、実は最近は上がってきております。９
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年ぶりに1,300トンの大台も超えて、2019年度も、2018年度とほぼ同じぐらいのペース

になっております。青色がニカド電池、赤色はニッケル水素、黄緑色がリチウムイオ

ンということで、リチウムイオンが今はどんどん増えているという状況でございます。 

 １４ぺージは数字でそれを表したものですね。対前年比もこのように上がっていま

す。 

 それから、今日この会合に呼ばれましたので、１５ぺージは小型家電の認定事業者

様からどれぐらいいただいているかということをグラフにしたものでございます。54

の認定事業者の中で、今、35と書いてありますけれども、これは39まで実は上がって

おりました。39事業者まで我々の排出者として登録していただいています。見ていた

だくと、2018、2019でわかりますように、対前年比で増えてございます。量が本当に

少なくて申しわけないのですが、14トンぐらいなのですけれども、2019年は今の出足

でいきますと対前年比で140％ぐらい上がってくるという状況でございます。本当にあ

りがとうございます。 

 それから、次１７ページはＰＲ活動ということで、我々、認知が非常に悪いので、

認知活動も徹底してやるようにしております。毎年展示会には８ヵ所ぐらいに出展し

ております。それから、常設展示もございます。 

 キャンペーンもいろいろやりまして、一般消費者に向けては、そこにリサイクルキ

ャンペーンというのがございます。今皆さんのお机の上に、水色の封筒の中に実はリ

サイクルキャンペーンのものも入れておりますので、またお帰りになりましたら、ぜ

ひ皆さんも応募していただければと思います。１等が当たりますと、10万円の旅行券

が当たります。 

 次の１８ページは、出前授業、それから啓発ツールの作成を行っております。やは

り我々は、どうしても分別をして電池を消費者の方が出していただくためには、お子

様からやはり教育をしようということで、一昨年から出前授業を始めてまいりまして、

昨年は３ヵ所、今年は８ヵ所を予定してやっておりますが、今週も大田区さん、そし

て今日は川崎市で午前と午後のダブルヘッダーで勉強会をやらせていただいています。 

 それから、２０ぺージ排出者登録の数字ですね。これを見ていただきますと、３万6,

000ぐらいに今近づいている。自治体の一廃の登録数は、そこにありますように直近で

は309ヵ所、自治体・組合で128なのですが、組合というのは幾つかの自治体が近隣で

組合をつくっていますので、全部ひもときますと大体自治体は160ぐらいに今なってお
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ります。全国1,741ありますので、そこへ向けて努力していきたいと思います。 

 ２１ぺージは、排出者の登録方法をホームページにも記載して、どなたにもこのよ

うな形で申請していただくようにしてございます。 

 それから、23ページまで行きまして、リチウムイオン電池の安全回収を今徹底して

やろうということで、そこに黄色い缶と白い缶がございます。黄色い缶は、量販店さ

んとか、あるいは自治体さんのところに置いていただける缶として、黄色のデザイン

で少しわかりやすくしてございます。この缶は、毎年、今のところ１万2,000缶我々の

方で作って、それぞれの排出場所にお送りしています。それから、ペール缶というの

ですけれども、右側の白い缶は、これも大体２万缶作って、ローテーションで何回か

使い回しをさせていただいています。 

 ２４ぺージは、安全回収の方法の通知ということで、こちらはやはり発火事故が起

きないように、徹底して何度も何度も我々としては排出の拠点さんにお願いをしてお

ります。右側に黄色い冊子があるのですが、今日はちょっと皆さんのお手元にはお渡

しできなかったのですが、ホームページからダウンロードすることもできます。これ

を３万6,000の拠点に、年に１度、全部にお送りさせていただいて、安全の啓発を行っ

ております。 

 回収できない電池というのが下に書いてございます。こういったものは、ちょっと

我々では今、実力不足かもしれませんけれども、非常に不安全なものについては回収

はお断りをさせていただいております。 

 最後２５ぺージです。安全回収に関して徹底してやろうということで、今年10月か

らさらに全電池種に金属缶を広げていこうということと、絶縁処置は面倒くさいので

すけれども必ずお願いをしていきたいなというふうに思っております。どこかの量販

店さんは、黄色いボックス缶が置いてある前にセロテープ等が置いてありまして、そ

れで、お出しいただくときにちょっと端子を絶縁して入れてくださいというような活

動をやられているところもございました。そんな活動を地道にやっていきたいと思い

ます。 

 それから、２番目、我々、会員制でやっております。我々に回収を依頼してくださ

る会員が100％網羅できればほぼ問題はないのですが、なかなかそうもいきませんので、

実は、会員の公平性を担保するために、一番今危険だったモバイルバッテリーに関し

て、経産省さんが資源法の責務をちゃんと履行しているかということで、まず１５社
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へお手紙を送りまして、その結果、ほぼ全部できていなかったということなので、13

社ほどがＪＢＲＣの会員になりたいということで、今我々の方で、入会の手続が進行

している最中でございます。 

 それから、最後はお願いになりますけれども、一般広域認定がとれましたので、ぜ

ひ全国の自治体の皆さんの方に排出場所の登録をお願いして、ＪＢＲＣが少しでもお

役に立てればということでお願いしていきたいと思います。その中で、やはり自治体

さんから住民の皆さんへ分別の徹底等をぜひお願いしていただければ、いろいろなプ

ラごみにモバイルバッテリーとかそういったものが入ってこないのではないかなとい

うふうには思ってございます。 

 それから、最後になりますけれども、我々、動脈物流を活用しながら回収をさせて

いただいて、できるだけコストが少なくなるようにやっておりますけれども、やはり

廃掃法で再委託禁止というような非常に厳しい条件がございますので、こういったも

のも規制緩和の何かにご検討いただければ幸いかなと思いますので、最後にお願いし

ておきたいと思います。 

 以上でございます。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 次、最後のご報告で、鉱業協会さんですが、もう時間をみられたらおわかりのよう

に、圧倒的に過ぎております。皆さん大変熱心なご報告をしていただいたということ、

それはそれでよかったかなと思うのですけれども、大変申しわけございませんが、な

るべく簡潔にお願いいたします。 

○坂井様  はい。承知いたしました。 

 それでは、日本鉱業協会でございます。「非鉄金属製錬におけるE-scrap処理につい

て」というタイトルでご説明させていただきます。 

 ２ページです。私どもの協会は、非鉄大手８社など、52社の会員会社から成り立っ

ております。 

 ３ページでございます。非鉄製錬所では、鉱石やリサイクル原料を製錬して、貴金

属、それから銅、鉛、亜鉛を初め、多くの非鉄金属を生産しますが、同時にスラグあ

るいは硫酸といった副産物も生産しております。 

 ４ページでございます。本日は、E-scrapの処理を行っております銅製錬のプロセス

を中心にご説明いたします。本来、海外の銅鉱山から鉱石を輸入して製錬する銅製錬
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ですが、廃電子機器などのスクラップ原料を処理することができます。これは、銅の

回収はもちろんのこと、金・銀などの貴金属も高い採取率で回収できるという特徴を

有していることにあり、これが資源循環に貢献できるゆえんでもあります。 

 ５ページでございます。これは銅製錬の代表的なプロセスであります自溶炉法とい

うプロセスのフローシートです。大きくは前半の溶錬工程と後半の電解工程に分かれ

ます。溶錬工程は自溶炉と転炉と精製炉という３つの炉から構成され、スクラップな

どの二次原料につきましては、粒状・紛状であれば自溶炉から、板状・塊状であれば

プレス成型して転炉から投入して処理します。また、このプロセスでは、金・銀など

の貴金属はほとんど電解工程に持ち込まれます。さらに、電解液の中では溶け出すこ

となく電槽の底に沈みますので、これから効率よく貴金属を回収することができます。 

 ６ページでございます。銅製錬所にとってはE-scrapの重要度は非常に高くて、E-sc

rapの発生量は今後も拡大基調が続くと見込んでおります。また、近年、鉱石中の銅品

位が低下するという傾向にもありますので、ますます二次原料からの回収の割合が増

える傾向にあります。銅製錬所は、E-scrapなどのスクラップを受け入れるに当たって

は、発生由来に関係なく、その中に含まれる銅や貴金属の品位で評価いたします。こ

こが一番問題なのですが、E-scrapは銅製錬に持ち込みたくない成分を含んでおります。

特に樹脂は前処理設備で除去・低減する必要がありますが、設備能力にも限界があり、

そのほかの成分につきましても、持込量によっては受入れを制限せざるを得ない場合

もございます。 

 ７ページをご覧ください。このグラフは、2001年以降の非鉄製錬所で処理しましたE

-scrapの処理量を示しております。E-scrapの処理量は年々増えておりますが、最近10

年間を見ますと2008年が13万トン、2018年は37万1,000トンですから、３倍増になって

います。 

 ８ページでございます。2000年以降の金、銀、銅の生産量に対する二次原料の割合

を示したものです。二次原料の比率が次第に増加していますが、金をみますと、2000

年が約10％ですが、2017年は倍増しまして約20％が二次原料由来となっております。 

 ９ページでございます。このグラフは、E-scrap中の金品位の推移を示しています。

かつて200ppmを超える金品位がございましたが、足元は70ppmぐらいまで下がってきて

おります。これは、初期のE-scrapは携帯電話やパソコンなどの廃基板が多かった。あ

るいは、技術の進歩に伴って、基板に用いられる金の量が少なくなっていることなど
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が考えられます。したがって、同じ量のE-scrapを処理しても、昔に比べると今はもう

２分の１、３分の１の金しか回収できなくなっているということを示唆しております。 

 10ページでございます。このグラフは、今年３月に開催されたワーキンググループ

の資料の中から、最近５ヵ年の再資源化された小型家電由来の非鉄金属量をグラフに

したものです。各原料から産出した2017年度の金量のデータですが、鉱石、一次原料

由来のものは82トン600キロ二次原料由来ものが20トンということですから、約100ト

ンを超える金を生産しております。廃小型家電由来のものは、245キロと量的には非常

に少なく、二次原料の中でみても1.2％ぐらいしかない状況です。 

 11ページでございます。リサイクル原料中の忌避成分をご説明いたします。最も避

けたいものは樹脂で、設備を傷める、それから製品の品質を悪くするため、何とかこ

れは製錬所に持ち込みたくないものです。事前に焼却処分をせざるを得ないのですが、

金品位の低下に伴い処理量を上げていってもなかなか目的金属の回収量が増えてこな

いというジレンマがございます。 

 12ページでございます。リサイクル原料中の樹脂以外の忌避成分としては、鉄、ア

ルミニウム、それからアンチモン、鉛、ニッケルなどがあります。ある程度は選別さ

れているのですが、我々の工程の中に持ち込まれると、これがコストアップになった

り、製品品質の悪化の原因になったりします。特に最近ではアルミニウムがスラグの

性状を悪化させて、これ以上スクラップの処理量を増やせないというような状況もあ

ります。難燃剤成分のアンチモン、ハンダの鉛、メッキのニッケルなども銅製錬の工

程に入ると、製品品質を悪化させたりコストアップになったりします。 

 最後にまとめでございます。非鉄製錬所は非常に都市鉱山の活用を重要視しており、

今後も処理量の拡大を図りたいと考えております。ただ、最近は中国の輸入規制の影

響があり、比較的物量が集まるようになってきております。むしろ製錬所の処理能力

を超える物量が集まるので、最近は経済合理性の観点から品位の高いスクラップの処

理を優先する傾向があります。 

 それから、スクラップの中の金属の含有率が低下しますと反対に廃プラの含有量が

上がります。そうしますと、前処理や溶錬炉の処理能力が不足するということにつな

がりますので、何とか廃プラを除去したいと考えております。 

 最後に、私どもも前処理設備を増強して対応しておりますが限界がありますので、

非鉄製錬所に持ち込む前に非鉄金属や貴金属を濃縮していただく、あるいは忌避成分
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を可能な限り除去していただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○中村座長  ありがとうございました。 

 それでは、資料№２─８からただいまの２─13まで含めて、ご質問、ご意見がある

方は名札を立ててお願いします。今、５時にはなって、なりそうなのですが、これで

質問なしということはないので、ぜひ何かございましたら。 

 では、崎田委員、どうぞ。 

○崎田委員  ありがとうございます。いろいろメーカー関連の皆さんがしっかり取

り組もうとされているのがよくわかりました。ありがとうございます。ただし、やは

りプラスチックのリサイクルの高度化の話と二次電池の回収のことが気になりまして、

ちょっと質問させていただきたいと思います。 

 ＪＥＩＴＡさんのお話の中で、プラスチックの再生材の品質を高めるのは難しいと

いうコメントがあって、それがちょっと気になったのですが、プラスチックの再生材

を作っているところにしっかりと、どういうふうに使うかという事をうまく話し合っ

ていただきながら再生材の品質を高めるとか、やはりこれからそういうことが大事な

のではないかなと思うので、そういうサーキュラー・エコノミーの新しい動きに向け

てどんなふうに取り組もうとされているのか、その辺のところをちょっとお話しいた

だければと思いました。よろしくお願いします。 

○中村座長  ご回答は大丈夫でしょうか。 

○鶴田委員  ＪＥＩＴＡです。再生材にかかわらず、電子機器に採用するプラスチ

ックというものの品質がかなり求められるという中で、特に再生材に関しましては、

その安定的な量と、あとは有害な化学物質が入っていないというような、そういった

もののコントロール、ここが重要になってきますので、ご指摘いただいたように、各

いろいろなメーカーさんを含めまして相談しながら、この拡大というのは図っていき

たいと思います。 

○中村座長  ほかに何かございますか。佐藤委員、どうぞ。 

○佐藤（泉）委員  ＪＢＲＣの方に伺いたいのですけれども、リチウムイオン電池

について、産廃についてはかなりの拠点数で確実な回収処理をされているというのが

よくわかったのですが、一般廃棄物はこれからまだ拡大の余地があると理解しました。

家庭の方にとっては、例えば緊急時の充電用モバイルバッテリーを捨てるときに、不



- 61 - 

 

燃か可燃という分別基準が分からないと思います。安全性として、もしＪＢＲＣに来

ないものがあるとしたら、不燃・可燃のどちらが適切でしょうか。 

○金澤様  不燃で入れるよりも、やはり資源ごみとしてきちんと出してもらうよう

に取り組まれることが一番いいのかというふうに思います。単純に不燃ごみに出して

しまうと、そのまま、一次破砕をやったりする場合、やはりそこで発火する危険性が

リチウムイオンはあるかと思います。 

 ちょっと例なのですけれども、今、一廃で活動をやっている中で、千代田区さんが、

実は蛍光灯と電池を分別して集めようという日を月に２回設けておられます。「電池の

日」というわけではないのですけれども、そういうふうに分別をして出されるように

なると非常に、例えば認定事業者さんとか容リ協会さんのところ、こういったところ

での発火事故が大幅に減るのではないかなというふうには思います。 

 各自治体でやはりいろいろご事情はあるかと思うのですけれども、できるだけ電池

は少し、ごみマニュアルか何かに１ページぐらいさいて、危険性をもっと訴えていた

だき、分別回収しようというふうにやっていただくと非常にいいのではないかなと。

全国的に、例えば11日は毎月「電池の日」とかいうふうにして、みんなで電池をちゃ

んと出そうというようなことの活動もいいのではないかなというふうには思ってござ

います。 

○中村座長  ほかに何かございますか。どうぞ、大熊委員。 

○大熊委員  すみません、今、電池の収集のお話をされましたけれども、実は全都

清でも、乾電池を収集する事業を各自治体対象にやっております。その中でも今、二

次電池が混入していて、いろいろなところで火事が起きているということもありまし

て、そこで質問なのですけれども、このＪＢＲＣに持っていく、自治体が集めて普通

のアルカリとこの二次電池を分別ができたとして、その二次電池をＪＢＲＣに持って

いく費用というのはどうなんでしょう。取りに来ていただけるのか。 

○金澤様  費用は全て無償で回収させていただいていますので、先ほど数字があり

ましたけれども、全国３万6,000の場所ですね。ここへ我々の運送事業者が無償で引き

取りに行っております。 

○中村座長  それでは、白鳥委員。 

○白鳥委員  すみません、時間を気にしてしゃべりますが。先ほど、ＪＢＲＣさん

からお話があったように、自治体にごみマニュアルを作って頑張りたい、頑張った方
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がいいのではないかというので、ちょっと関連するのですけれども、今、白い缶を作

られていますよね。あれにＧＨＳマークがついていて、ＧＨＳマークは一応ハザーダ

スのマークですよね。黄色い缶の方は普通にリサイクルのマークが書いてありますよ

ね。やはり、もうリチウム電池が発火するというのはいろいろなニュースでもやって

いるし、きょうの発表を聞いた中でもいろいろな自治体さんとか業者さんがもうみん

な言っていることなので、国民も割とわかってきたと思うんですよね。だからもう、

電池を作った製造業者の責任とかいうのを越えて、やはりもうちょっと危険だよとい

うのを表に出してやらないと、「リサイクルです」といっているだけでは自治体さんも

集めにくいですよね。やはり「危険ですから集めましょう」といった方がいいのかな

と。グローバルにはもう完全にそうなっているので、それをうまく利用した方がいい

かなと思ったのですけれども、いかがでしょうか。 

○金澤様  余り我々が出しゃばってもいけないかなといつも思っていたのですが、

つい７月31日ですか、消費者庁さんがリリースを出されて、実は消費者庁さんから

我々ＪＢＲＣにも、何かこういう発火事故を防ぐことの何かができないかという要請

文をいただきました。すぐそのまま我々のホームページに、ちょっと入っていかない

とわからないのですけれども、そこに、やはりいろいろな発火事故が起きているので

分別をみんなでやりましょうねというところで、一般の消費者が我々のサイトの中に

入ってきたときにわかりやすいところで少し協力はさせていただいていますけれども、

もっと生々しくやれるのだったらやっても構わないかなとは思いますけれども。考え

ておきます。 

○中村座長  ほかによろしいでしょうか。 

 今日はたくさんのご報告をいただきました。なかなか十分な議論ができなかったの

かと思いますが、この合同委員会はまだ続きますので、今日のご報告を受けてまたい

ろいろお考えいただいて、またその場でご意見をいただければと思います。 

 それでは、最後というわけではないのですけれども、共同座長の細田先生。 

○細田委員長  今日は、本当に暑い日にご熱心にご議論いただきまして、本当にあ

りがとうございました。特にプレゼンターの方は本当にありがとうございました。今

後の小型家電リサイクルの見直しについて非常に参考になったと思います。 

 それで、私は強く３点のことを感じましたので、それを述べさせていただきます。 

 第１番目は、実にこの関係主体の方々が多様な取組をされているということです。
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例えば、自治体でもボックス回収であったりピックアップであったり、その自治体に

応じた取組をされている。また、事業者の方々も、例えば大手家電流通協会さんや、

あるいは市町村さんはそれなりに努力、いろいろご苦労を抱えながら努力されている

ということがよくわかったと思います。こういった工夫とか努力というのは、実は小

型家電法が非常に柔軟な構造を持っているという立て付けのよさが非常に現れていて、

私はこの法律のメリットが出ているなというのが第１点目でございます。 

 第２番目は、小型家電リサイクル法の枠組みの中での認定事業者を中心とした回収

リサイクルスキームと、例えばモバイルリサイクルネットワークの使用済携帯電話、

あるいはＰＨＳの移動電話の回収リサイクルがあったり、あるいはＪＢＲＣさんの努

力があったり、つまり、小型家電リサイクルと、それ以降周りにあるいわゆるソフト

ロー、業界の自主的な、皆さん、自分でお金を出してやっているわけですね。ＪＢＲ

Ｃさんも、ＭＲＮさんも。これはある意味で自主的なＥＰＲとも言える訳で、非常に

小型家電リサイクル法とインターフェースがうまくできているという点が、非常に私

は今日は感じられました。 

 ３番目は、にもかかわらず、小型家電リサイクルで集められている使用済小型家電

の量は８万トンというわけで、14万トンの目標値にはまだ遠く及ばない。まあ、少し

よい数値が聞こえてきているようなのですが、でもまだまだ努力が必要なようで、退

蔵されている小型家電であるとか、あるいは見えないルートで流れていっている小型

家電であるとかを考えると、もう少し回収の努力をどうしたらいいかという知恵を出

し合う必要があるのではないかなということを強く感じました。さはさりながら、非

常に今日は有意義なご議論をしていただいて、今後の見直しには参考になったと思い

ます。本当にどうもありがとうございました。 

○中村座長  では、本日は多くの関係者の皆様から貴重なご説明をいただきまして、

また、若干十分時間はとれませんでしたけれども、ポイントをついたご質問もありま

したので、大変ありがとうございました。 

 これをもって本日の議事は終了させていただきます。ただ、この合同会議はまだ続

きますので、ぜひこれからもご協力のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、事務局にお返しいたします。 

○経済産業省立石補佐  本日は多数の貴重なご意見を賜りまして、まことにありが

とうございました。小型家電リサイクル制度の発展に向けて、本日のご議論も踏まえ
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まして、今後さらに検討を深めてまいりたいと思いますので、ぜひご協力のほどよろ

しくお願いいたします。 

 本日の会議の議事録については、後日、各委員の皆様に送付させていただき、ご了

解いただいた上で公開させていただきますので、ご確認のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 次回会議につきましては、ご連絡させていただいたとおり、11月８日金曜日の14時

からを予定しております。詳細な時間及び会場につきましては改めて事務局よりご連

絡させていただきます。 

 それでは、以上をもちまして本合同会合を閉会いたします。長時間にわたりまして

まことにありがとうございました。 

午後５時１０分 閉会 

                                ――了―― 

 

【お問合せ先】 

産業技術環境局資源循環経済課 

電話：03-3501-4978 

FAX ：03-3501-9489 


